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脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

 
研究代表者 坂井 信幸 神戸市立医療センター中央市民病院 参事、脳血管治療研究部部長 
研究協力者 太田 剛史 同上 脳神経外科部長 
研究協力者 尾原 信行 同上 脳神経内科医長 
研究協力者 坂井 千秋 同上 臨床研究推進センター高難度研究推進部門部長 
研究協力者 今村 博敏 同上 脳血管治療研究部  

 
研究要旨 

日本脳卒中学会が一次脳卒中センターの認定を開始したことによる脳卒中の急性期医療提供体制の

変革の実態を調査するために、先行班と同様、脳梗塞に対する rt-PA 静注療法、機械的血栓回収療

法を中心に実態調査および日本脳卒中学会の年次報告の分析検討を行った。全国の脳卒中急性期診

療を担う医療機関の 94〜95%のデータを集計した結果、日本脳卒中学会の年次報告は高い悉皆性

で実施件数を把握していることが判明した。実施率や転帰など医療の質を評価するデータを収集し

ており、脳卒中医療の向上に活用する重要なベンチマークを提供することが可能となった。また救

急搬送症例の調査研究を行い、機械的血栓回収療法の対象となる脳卒中救急搬送の指標を作成し、総

務省消防庁の観察基準および搬送の参考資料として採択された。研究班発足直前に拡散が始まった新

型コロナウイルス感染症が、脳卒中急性期医療に与えた影響を調査した。令和３年度になっても通

常時に比べ 30%程度の診療制限が続き、１年以上にわたって回復していないことが判明してい

る。感染拡大期に脳卒中の入院数が減少しており、感染者の多い地域で減少が目立っていた。 
 
組織 
研究分担者氏名・所属研究機関名及び所属研究機関における職名 
岩間 亨   岐阜大学大学院医学系研究科 脳神経外科分野教授 
宇野 昌明  川崎医科大学 脳神経外科学教授 
小笠原 邦昭 岩手医科大学 脳神経外科教授 
岡田 靖   国立病院機構九州医療センター 臨床研究センター長 
木村 和美  日本医科大学大学院医学研究科 神経内科学分野大学院教授 
黒田 敏   富山大学 学術研究部医学系教授 
後藤 励   慶應義塾大学 経営管理研究科教授 
塩川 芳昭  杏林大学 副院長、脳神経外科教授 
高木 康志  徳島大学 脳神経外科学教授 
冨永 悌二  東北大学 附属病院院長、脳神経外科教授 
豊田 一則  国立循環器病研究センター 副院長 
橋本 洋一郎 熊本市民病院 首席診療部長 
松丸 祐司  筑波大学 脳神経外科・脳卒中予防医学講座教授 
宮本 享   京都大学 附属病院院長 
吉村 紳一  兵庫医科大学 脳神経外科主任教授 
 
研究協力者氏名・所属研究機関名及び所属研究機関における職名 
平野 照之  杏林大学 脳卒中医学教授 
山上 宏   国立病院機構大阪医療センター 脳卒中内科科長 
吉本 武史  同上 脳神経内科医員 
石原 秀行  山口大学 脳神経外科教授 
進藤 誠悟  熊本赤十字病院 脳神経内科医長 
太田 貴裕  東京都立多摩総合医療センター 脳神経外科部長 
今井 啓輔  京都第一赤十字病院 脳神経・脳卒中科部長 
太田 剛史  神戸市立医療センター中央市民病院 脳神経外科部長 
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尾原 信行  同上 脳神経内科医長 
坂井 千秋  同上 臨床研究推進センター高難度研究推進部部長 
今村 博敏  同上 脳血管治療研究部、国立循環器病センター 脳神経外科医長 
 
Ａ．研究目的 

本研究は、日本脳卒中学会（以下JSS）が組織プ

ラスミノーゲン活性化薬静注療法（以下IV rt-

PA）を常時提供する一次脳卒中センター（以下

PSC）の認定を2019年に開始したことにより、脳

卒中急性期の診療実態がどう変化したかを明らか

にするため、JSSの年次報告および日本脳神経外

科学会（以下JNS）、日本脳神経血管内治療学会

（以下JSNET）などの関連学会と連携し、「脳卒

中の急性期診療体制における施設間連携体制構築

のための研究（厚生労働科学研究 H30-循環器等-

一般-001（以下、先行研究）」で明らかにした脳

卒中の急性期診療を担う医療機関を対象に調査を

行い、分析検討することが主目的である。一方、

研究班発足の直前に突然拡散した新型コロナウイ

ルス感染症（以下COVID-19）は収束せず、本年度

も脳卒中急性期の診療体制と診療実績に与えた影

響が甚大であったため引き続き調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

 (1) 急性期の施設間連携医療の調査:本研究に

必要な情報を収集するため、研究代表者施設

（神戸市立医療センター中央市民病院）の研究

倫理審査委員会の承認を得て、後ろ向き登録研

究にて、令和元(2019)年、2(2020)年、3(2021

年)に実施した機械的血栓回収療法（以下 MT）を

対象とし、施設間連携医療を含む急性期虚血性

脳卒中の治療実態を明らかにする目的で項目を

設定して必要な情報の収集を計画した。また、

Covid-19の拡散で影響を受ける可能性のある指

標を検討するため、研究協力者から情報を収集

した。 

（倫理面への配慮） 

実施された医療の結果を後方視的に収集する臨床

研究で患者個人の情報は求めていない。参加医療

機関は研究倫理審査の実施許可を得て参加し、情

報公開文書にて患者が不参加の意思を表明する機

会を保証した。 

(2) JSSでは以前から教育訓練施設に年次報告を

求めていたが、2019年に PSC認定を開始した際

に報告項目を整備し、PSCにも年次報告を求め

た。JSSの年次報告には、施設情報、申請者情

報、診療科情報、設備情報、インフラストラク

チャー、人的情報、医療安全・倫理・教育情

報、研修情報、外科・介入治療情報、入院診療

実績、合計 175項目が設定されており、循環器

病対策推進基本計画に基づく都道府県推進計画

の重要な指標として JSSが提案した脳卒中ロジ

ックモデルの中にある主要項目：A302(IV rt-PA 

mRS0-2), A302(MT mRS 0-2), B301(脳梗塞), 

B301(脳出血), B301(くも膜下出血), B301(脳卒

中), B401(IV rt-PA), B402(MT), B302(SAH 手

術), B303(SAH血管内), B304(リハビ

リ),C801(神経内科専門医),C802(脳神経外科専

門医), C803(脳卒中専門医),C804(脳卒中リハビ

リテーション認定看護師), C1002(理学療法士), 

C1002(作業療法士), C1002(言語聴覚士) が含ま

れている。兵庫県ではさらに D002(脳血管内治療

専門医), D003(脳血栓回収療法実施医), 

D008(30日院内死亡、死亡率)も活用している。

2019.2020,2021年のデータの提供を受けたの

で、主な項目についてその経時的変化を分析検

討した。 

(3) 急性期脳卒中の標準的治療である IV rt-PA

の施行実績は脳卒中医療提供体制の重要な指標

であり、先行班の実績を参考に、JSS 教育訓練施

設 774、JNS研修施設 864、JSNET会員在籍施設

1063、全国救急告示病院のうち入院受入 3157、

脳神経外科または脳神経内科を標榜している救

命救急 281、から 1,589医療機関を抽出した。

JSSの教育訓練施設及び PSCの年次報告と、PSC

以外の施設の情報を直接収集した。 

(4) PSCに対し、COVID-19が脳卒中急性期の診

療体制と診療実績に与えた影響を 2020,2021年

度に引き続き調査した。(5) 機械的血栓回収療

法(MT)の対象となる脳卒中救急搬送の指標を確

立するため、2020年度に行った救急搬送症例の

調査研究結果に基づいて観察項目と指標の試案

を作成し、総務省消防庁に脳卒中を疑う患者の

救急搬送における観察項目と搬送指標として活

用することを提案した。 

(6)年間新規発症患者数の推計結果を基に施設の

受け入れ容量を考慮した上で、地理情報システム

（GIS : Geographic Information System）を用いて最

寄りの血栓回収療法が可能な施設への患者の搬送

シミュレーションを、兵庫県を対象として行った。 

 

Ｃ．研究結果 

(1)倫理審査を完了した施設からデータを収集し

たが、COVID-19の影響で当初の予定を下回った

ため、データ収集を引き続き行っている。研究

協力者から得た 1,221件の MTの転送入院率、

O2D（発症から入院）、D2P（入院から治療開始）

を示す。Covid-19の拡散により MTに占める転送

率は低下した。2020年は O2Dおよび D2Pともに

それ以前と比べ延長していたが、再開通率と転

帰には影響していなかった。 
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(2)JSSの PSC 認定は 2019年秋に始まり 2020年

度に 974施設認定され、2021年度は 961施設、

2022年度は 960施設となったが全国 335の 2次

医療圏、250のメディカルコントロール協議会

（以下 MC協議会）を常時カバーする体制が整っ

た（資料 1, 2, 3）。地域差はまだ存在している

が、ArcGIS Pro(ESRIジャパン社)を用いて緊急

自動車で 60分以内にアクセス可能なカバーマッ

プを作成したところ、2021年の PSCの人口カバ

ー率は 98.8%、PSC coreの人口カバー率は 90.4%

で、2022年はそれぞれ 99.0%、90.4%であった

（資料 4）。 

IV tPA, MT件数を除く 2019年データは教育訓練

施設報告だけであるので 2020年,2021年との直

接比較はできないが、3年間の報告から脳卒中ロ

ジックモデルで活用する指標を中心に表に示

す。JSS年次報告に登録された発症 7日以内の脳

卒中総件数は 306,137(2020), 209,757(2021)で

あった。それぞれの指標の全国集計が明らかに

なっている。中でも 30日以内の死亡数、平均死

亡率が 6.4%(2019), 6.1%(2020), 6.4%(2021)、

IVtPAおよび MTの D2N、D2P、mRS0-2、mRS6の平

均値、中央値が明らかにされた（資料 5）。 

 

(3)年次報告に基づく認定 PSCで実施された IV 

rt-PAは 2019年 15,311件、2020年 16,387件、

2021年 13,615件であった。抽出した医療機関の

うち PSC 以外の回答率は 73.3〜85.6%であった

が、脳卒中急性期応需医療機関に限れば 93.9-

95.0%の実施件数を把握することができた。全件

数に占める PSCでの実施率は、2019年 97.6% 

(15.311/15,681)、2020年 98.7% 

(16,378/16,591)、2021年 97.9% 

(13,615/13,910)であった。先行班の 2018年調

査 2018年の 95.4%から 2〜3%の増加であった。

IV rt-PAより医療資源を要する MTの PSCにおけ

る実施率は 2019年 99.3% (12,555/12,641)、

2020年 99.2% (15,860/15,993)、2021年 98.9% 

(16,875/17,064)とさらに高率であった。 

 

 
(4) 令和 4(2022）2月に BA.1株で第 6波のピー

クを迎えた Covid-19は、同 7 月には BA.5 株の

流行により過去最大の第７波を経験した。研究

班では 6 月と 7 月に救急応需状況、使用可能脳

卒中ベッド、医療スタッフの就労制限、脳卒中

入院患者数と Covid-19受け入れ体制とともに調

査した。47.1%（452/960）の PSC から回答を

得、解析可能 429施設の状況を示す。脳卒中急

性期診療を担う PSCの 86.1%(369)が Covid-19を

受け入れており、67.8%(281)が中等症以上の重

症 Covid-19の診療を担っていた。7 月には感染

力の強い BA.5 株が急速に拡散したため、Covid-

19の診療も担う PSCでは多くの医療従事者に影

響が及び、6 月は 26.9%（127）だった脳卒中医

療スタッフの就労制限は、7 月には 63.9%(274)

に及んだ。その結果、使用可能脳卒中ベッドが

半分以下になったのは 6 月に 16.5%(71)だったの

が、7 月には 45.0&(193)に増加し、救急応需の

制限は 6 月 16.3%(70)が 7 月 45.0%(193)とな

り、脳卒中入院患者が減少した医療機関は 6 月

29.6%(127)が 7 月 46.4%(199)となった。この傾

向は Covid-19を受け入れない医療機関に比べ、

中等症以上を受け入れる医療機関で顕著であっ

た（資料 6）。 

(5)昨年度報告したとおり、1,147件の前向き登

録研究の結果をまとめ、JSSおよび日本救急医学

会が共同で、総務省消防庁に①救急隊が脳卒中

患者を収容する時に「脈不整、共同偏倚、半側

空間無視(指 4本法)、失語(眼鏡/時計の呼称)、

顔面麻痺、上肢麻痺」の６項目を観察するこ

と、②６項目のうちの陽性数に応じて、血栓回

収療法の適応となる主幹動脈閉塞（LVO）の感

度、特異度、陽性適中率、陰性適中率は、2 項目

ではそれぞれ 88.2、50.9、33.8、93.8%、3 項目

では 77.3、73.8、45.6、92.0%であった。陰性適

中率/感度を重視するなら２項目、陽性適中率/

2018 2019 2020 2021
n 307 337 291 286
転送率(%) 28.9 26.1 22 19.2
O2D(分） 136.8 185.4 222.7 170.9
D2P(分） 91 110.1 150 107.2
TICI 2b-3 (%) 38.5 41.5 38 41
mRS0-2 90D(%) 51 46 50 39

IV tPA MT

2019 2020 2021 2019 2020 2021

PSC報告 15311 16378 13615 12555 15860 16875

研究班調査 15681 16591 13910 12641 15993 17064

PSC占拠率(%) 97.6 98.7 97.9 99.3 99.2 98.9

- IV rt-PA, MTともにPSCの占拠率は⾮常に⾼く、脳卒中診療の実態はPSC年次報告の利⽤で⼗分
- 2019（2020年報告）は教育訓練施設報告662、PSC申請（985）を利⽤しているので参考値
- 明らかな外れ値があり、データ固定前に都道府県推進委員に確認、修正を依頼する仕組みを導⼊する
- 年次報告には多くの指標が報告されているので今後も分析を進める、
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特異度を重視するなら３項目陽性の場合、MT実

施施設への直接搬送の指標として活用すること

を提案した。令和４(2022)年度の「救急業務の

あり方に関する検討会報告書」に「脳卒中が疑

われる場合に加える６つの観察項目」「救急現場

への普及と周知（動画活用など）」「地域の医療

資源や医療機関の受け入れ体制などを参考に、

都道府県メディカルコントロール（以下 MC）協

議会または地域 MC協議会単位で、２項目または

３項目をプロトコールにおいて設定」が記載さ

れた（資料 7）。 

(6) シミュレーションの結果、実際の患者受入の

状況を概ね再現可能であり、実績値 5 件以下の施

設を除いても、受け入れ容量を 10%増やせば受け入

れが可能であることが分かった（分担報告 7 参照）。 

 

Ｄ．考察 

(1) 転帰に影響する発症から医療機関到着までの

時間（onset to door）、到着から治療開始までの

時間（door to needle, door to puncture)、到着

から再開通までの時間（door to reperfusion）を、

COVID-19拡散前のデータ（先行班）と比較して知

見を得ることが期待されていたが。 

(2) JSSのPSC認定は2019年度に始まり、これまで

3年(2020,2021,2022年度)経過した。PSC認定を受

けた総病院数のうち、3年連続で認定を受けたのは

881病院（84.7%）、2022年度の認定は92.3％であ

った。(3)の調査によればIV rt-PAの2%はPSC以外

でも行われており、必ずしも脳卒中急性期診療を

行わなくなって申請していないとは限らないため、

今後の課題である。 

 
一方、JSSの年次報告では3大病型の入院数、治療

件数、血行再建治療の転帰などが報告されており、

IV rt-PAの平均実施率が7.7%82020), 6.3%(2021)、

MTの平均実施率が7.0%(2020), 7.4%(2021)など全

国の重要指標が明らかになったことに大きな意義

がある。 

(3) 先行班の調査同様、治療実施施設の 99%以上

の悉皆率で IV rt-PA、MTの実施件数を確認し

た。PSCでの IV rt-PA実施率は、97.4-97.8%、

MT実施率は 98.9-99.3%であった。(2)で示した

とおり JSSの年次報告では件数に加えて治療の

転帰、搬入から治療開始までの時間を収集して

おり、我が国の脳卒中急性期医療提供の質を向

上するための重要な指標は JSSの年次報告を活

用することによりほぼ収集できると考えて良

い。 

(4) 令和 4（2022）年度にも前年度までに引き続

き COVID-19が周期的に感染拡大の波が到来し、

感染拡大期には脳卒中救急診療は大きな影響を

受けた。それは脳卒中救急応需医療機関の 86.1%

が Covid-19を受け入れており、感染力の強い株

が急速に拡散した時に、多くの医療従事者に影

響が及び、結果的に脳卒中診療の受け入れを制

限することに繋がったためである。影響は

Covid-19の中等症以上を受け入れた医療機関に

顕著であった。ただし脳卒中入院総件数、IV 

rt-PA, MT件数からみて必要な脳卒中医療は地域

単位で提供されていたと考えられる。今後も起

こりうる新興感染症が発生した時に、脳卒中医

療提供体制を維持するための重要な知見を得る

ことができた。 

(5) MTの対象を収容現場でできるだけ適確に判

定する LVO Scaleの標準化について、2022年度

の「救急業務のあり方に関する検討会報告書」

に本研究班の提言が盛り込まれたことは、医療

の適正な実施が全国で展開されること、実績の

評価を通じて実施件数と転帰の向上と均霑化に

貢献することが期待される。 

(6)本シミュレーション結果を用いて、供給体制の変

化が患者搬送に及ぼす影響等を試算し、政策決定

に有用な情報を提供することが可能となる。 

 

Ｅ．結論 

1. PSC は全国の２次医療圏、メディカルコント

ロールをカバーするように配置された。PSC

の医療提供体制、診療実績を登録する体制が

整った。 

2. PSC 以外の医療機関でも急性期脳卒中医療を

提供しているが、エビデンスが構築されてい

る IV rt-PA, MTの大半は PSCで実施されて

いた。 

3. MT の搬送と医療向上に資する LVO Scale の

標準化。 

4. 脳卒中急性期医療機関の 86%が新興感染症

(Covid-19)の治療を受け入れて脳卒中医療

提供体制に大きな影響を与えた COVID-19 に

関する重要な知見を得た。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

PSC 2020 2021 2022 n 2022%
2020-2021-2022 881 881 881 881 84.71

2020-2021 48 48 48
2020-2022 15 15 15 1.44
2021-2022 30 30 30 2.88

2020 30 30
2021 2 2
2022 34 34 3.27

計 974 961 960 1040 92.3

PSC
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Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

Yoshimoto T, Yamagami H, Sakai N, Toyoda K, 
Hoshimoto Y, Hirano T, Iwama T, Got R, 
Kimura K, Kuroda S, Matsumaru Y, Miyamoto 
S, Ogasawara K, Okada Y, Shiokawa Y, Takagi 
Y, Tominaga T, Uno M, Yoshimura S, Ohara N, 
Imamura H, Sakai C: Impact of COVID-19 on 
the Volume of Acute Stroke Admissions: A 
Nationwide Survey in Japan. Neurol Med Chir 
62:369-376, 2022 
 

2.  学会発表 
坂井信幸：循環器病対策基本法に基づく脳卒中対

策―兵庫県の取り組み、兵庫県循環器病対策推進

計画講演会、2022.5.31 
Sakai N, Yoshimoto T, Yamagami H, Toyoda K, 
Ohara N, Imamura H, Ohta T, Sakai C, Hirano 
T, Hashimoto Y, Ogasawara K, Miyamoto S, 
MHLW Science Research Grant 2022-2022, 
Acute Stroke Research Group: Covid19 and 
stroke in Japan. The 10 th Korea-Japan Joint 
Stroke Conference、2022.9.18, Remote 
坂井信幸、今村博敏、内田和孝、太田貴裕、太田

剛史、木村和美、鈴木健太郎、早川幹人、松丸祐

司、山上 宏、横田裕行、吉村紳一、横堀奬司、小

笠原邦昭、藤本 茂：救急活動におけるLVOスケ
ールの標準化に向けた研究成果、令和４年度全国

メディカルコントロール協議会連絡会、2023.1.27、
広島 
坂井信幸、岩間 亨、宇野 昌明、小笠原 邦昭、岡

田 靖、木村 和美、黒田 敏、後藤 励、塩川 芳昭、

髙木 康志、冨永 悌二、豊田一則、橋本洋一郎、

松丸祐司、宮本 享、吉村紳一、平野照之、藤本 

茂、山上 宏、今村博敏、尾原信行、太田剛史。坂

井千秋：脳卒中の急性期診療体制の変革に係る実

態把握及び有効性等の検証のための研究、

STROKE2023、2023.3.18、横浜 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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資料 1 日本脳卒中学会認定 一次脳卒中センター 

 
  

都道府県別PSC施設 都道府県別PSC core施設

都道府県名 2020 2021 2022 2020 2021 2022 人口2020 面積2020 人口密度2020

01.北海道 39 40 42 11 8 10 5,224,614 78,421.39 66.62

02.青森県 10 10 10 1 2 2 1,237,984 9,645.64 128.35

03.岩手県 10 10 10 1 1 3 1,210,534 15,275.01 79.25

04.宮城県 13 11 8 3 2 2 2,301,996 7,282.29 316.11

05.秋田県 10 10 11 2 2 1 959,502 11,637.52 82.45

06.山形県 12 12 11 2 1 2 1,068,027 9,323.15 114.56

07.福島県 16 16 16 4 3 4 1,833,152 13,784.14 132.99

08.茨城県 23 22 25 5 5 6 2,867,009 6,097.39 470.2

09.栃木県 9 11 11 3 3 3 1,933,146 6,408.09 301.67

10.群馬県 12 12 11 3 3 4 1,939,110 6,362.28 304.78

11.埼玉県 36 36 39 9 9 10 7,344,765 3,797.75 1,933.98

12:千葉県 39 42 37 12 12 15 6,284,480 5,157.57 1,218.50

13.東京都 86 81 82 30 24 30 14,047,594 2,194.03 6,402.64

14.神奈川県 62 58 60 21 19 19 9,237,337 2,416.11 3,823.23

15.新潟県 17 17 17 4 5 2 2,201,272 12,583.96 174.93

16.富山県 9 10 10 2 1 1 1,034,814 4,247.58 243.62

17.石川県 11 12 12 1 1 1 1,132,526 4,186.21 270.54

18.福井県 12 12 12 2 1 2 766,863 4,190.52 183

19.山梨県 10 10 10 1 1 1 809,974 4,465.27 181.39

20.長野県 22 22 21 3 1 4 2,048,011 13,561.56 151.02

21.岐阜県 17 15 15 2 2 3 1,978,742 10,621.29 186.3

22.静岡県 23 22 25 4 5 8 3,633,202 7,777.35 467.15

23.愛知県 44 42 41 10 9 11 7,542,415 5,173.07 1,458.02

24.三重県 14 14 12 2 3 4 1,770,254 5,774.49 306.56

25.滋賀県 13 13 12 2 2 2 1,413,610 4,017.38 351.87

26.京都府 22 22 20 10 7 6 2,578,087 4,612.20 558.97

27.大阪府 72 74 73 19 17 23 8,837,685 1,905.32 4,638.43

28.兵庫県 42 43 42 12 15 14 5,465,002 8,401.02 650.52

29.奈良県 13 14 14 4 2 4 1,324,473 3,690.94 358.84

30.和歌山県 9 9 8 1 1 2 922,584 4,724.65 195.27

31.鳥取県 4 5 5 1 1 1 553,407 3,507.14 157.79

32.島根県 10 9 8 2 1 2 671,126 6,707.69 100.05

33.岡山県 13 13 13 3 3 4 1,888,432 7,114.33 265.44

34.広島県 23 24 24 6 7 7 2,799,702 8,479.65 330.17

35.山口県 13 11 14 2 2 3 1,342,059 6,112.54 219.56

36.徳島県 10 10 10 1 1 2 719,559 4,146.75 173.52

37.香川県 13 12 11 1 1 2 950,244 1,876.78 506.32

38.愛媛県 12 12 12 1 2 2 1,334,841 5,676.19 235.16

39.高知県 10 10 10 3 2 2 691,527 7,103.63 97.35

40.福岡県 47 45 48 14 11 15 5,135,214 4,986.51 1,029.82

41.佐賀県 10 10 9 2 2 1 811,442 2,440.69 332.46

42.長崎県 12 10 12 1 1 2 1,312,317 4,130.98 317.68

43.熊本県 14 13 13 3 3 3 1,738,301 7,409.46 234.61

44.大分県 13 13 12 1 1 1 1,123,852 6,340.76 177.24

45.宮崎県 11 10 10 1 1 1 1,069,576 7,735.22 138.27

46.鹿児島県 23 24 24 2 1 3 1,588,256 9,187.06 172.88

47.沖縄県 9 8 8 1 1 1 1,467,480 2,282.59 642.9

974 961 960 231 208 251 126,146,099 372,973.16 338.22
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資料 2 

  
  

2次医療圏
番号

2次医療圏名 2020 2021 2022 コメント2020 コメント2022 4年不変 2次医療圏
番号

2次医療圏名 2020 2021 2022 コメント2020 コメント2022 4年不変

101 南渡島 4 5 5 1301 区中央部 12 12 12 1
102 南檜⼭ 0 0 0 101南渡島がカバー 同左 1302 区南部 10 9 10
103 北渡島檜⼭ 0 0 0 101南渡島がカバー 同左 1303 区⻄南部 11 10 10
104 札幌 17 17 18 1304 区⻄部 12 12 12 1
105 後志 1 1 1 1 1305 区⻄北部 12 11 13
106 南空知 1 1 1 1 1306 区東北部 6 6 5
107 中空知 2 2 2 1 1307 区東部 7 5 5
108 北空知 0 0 0 112上川中部がカバー 同左 1 1308 ⻄多摩 2 2 2 1
109 ⻄胆振 2 2 2 1 1309 南多摩 6 7 6
110 東胆振 2 2 2 1 1310 北多摩⻄部 2 1 2
111 ⽇⾼ 0 0 0 110東胆振がカバー 同左 1 1311 北多摩南部 4 4 3
112 上川中部 2 2 2 1 1312 北多摩北部 2 2 2 1
113 上川北部 1 1 0 112がカバー 1313 島しょ 0 0 0 派遣医師在籍時のみ対応、将来は遠隔の導⼊？類型４ 1
114 富良野 0 0 0 112上川中部がカバー 同左 1 1404 川崎北部 5 5 5 1
115 留萌 1 1 2 1405 川崎南部 7 5 6
116 宗⾕ 0 0 0 113上川北部がカバー 同左 1 1406 横須賀・三浦 4 4 3
117 北網 1 1 2 1407 湘南東部 6 6 6 1
118 遠紋 0 0 0 117北網がカバー 同左 1 1408 湘南⻄部 3 3 4
119 ⼗勝 2 2 2 1 1409 県央 3 2 3
120 釧路 3 3 3 1 1410 相模原 2 2 2 1
121 根室 0 0 0 120釧路がカバー 同左 1 1411 県⻄ 3 3 3 1
201 津軽地域 2 2 2 1 1412 横浜 29 28 28
202 ⼋⼾地域 2 2 2 1 1501 下越 2 2 2 1
203 ⻘森地域 3 3 3 1 1502 新潟 5 5 5 1
204 ⻄北五地域 1 1 1 1 1503 県央 2 2 2 1
205 上⼗三地域 1 1 1 1 1504 中越 4 4 4 1
206 下北地域 1 1 1 1 1505 ⿂沼 1 1 1 1
301 盛岡 3 3 3 1 1506 上越 2 2 2 1
302 岩⼿中部 1 1 1 1 1507 佐渡 1 1 1 1
303 胆江 0 1 1 域内の県⽴丹沢が担当 類型１に変更 1601 新川 2 2 2 1
304 両磐 1 1 1 1 1602 富⼭ 5 5 5 1
305 気仙 1 1 1 1 1603 ⾼岡 1 2 2
306 釜⽯ 1 0 0 1604 砺波 1 1 1 1
307 宮古 0 1 1 類型１に変更 1701 南加賀 2 2 2 1
308 久慈 1 1 1 1 1702 ⽯川中央 7 8 8
309 ⼆⼾ 1 1 1 1 1703 能登中部 1 1 1 1
401 仙南 1 1 1 1 1704 能登北部 1 1 1 1
403 仙台 9 7 7 1801 福井・坂井 6 6 6 1
406 ⼤崎・栗原 1 1 0 403がカバー 1802 奥越 1 1 1 1
409 ⽯巻・登⽶・気仙沼 2 2 0 403がカバー 1803 丹南 3 3 3 1
501 ⼤館・⿅⾓ 1 1 0 502がカバー 1804 嶺南 2 2 2 1
502 北秋⽥ 0 0 1 域内の北秋⽥市⺠が担当 類型１に変更 1901 中北 6 6 6 1
503 能代・⼭本 1 1 1 1 1902 峡東 1 1 1 1
504 秋⽥周辺 4 4 5 1903 峡南 0 0 0 1901中北がカバー 同左 1
505 由利本荘・にかほ 1 1 1 1 1904 富⼠・東部 3 3 3 1
506 ⼤仙・仙北 1 1 1 1 2001 佐久 2 2 2
507 横⼿ 1 1 1 1 2002 上⼩ 2 2 2 1
508 湯沢・雄勝 1 1 1 1 2003 諏訪 2 2 1
601 村⼭ 6 6 6 1 2004 上伊那 2 2 2 1
602 最上 1 1 1 1 2005 飯伊 2 2 2 1
603 置賜 3 3 2 2006 ⽊曽 1 0 0 2007がカバー
604 庄内 2 2 2 1 2007 松本 4 4 4 1
701 県北 7 7 7 1 2008 ⼤北 1 1 1 1
702 県中 3 3 3 1 2009 ⻑野 4 5 5
703 県南 1 1 1 1 2010 北信 2 2 2 1
706 相双 1 1 0 702がカバー 2101 岐⾩ 7 7 7 1
707 いわき 2 2 3 2102 ⻄濃 2 2 2 1
708 会津・南会津 2 2 2 1 2103 中濃 4 4 4 1
801 ⽔⼾ 7 6 6 2104 東濃 2 1 1
802 ⽇⽴ 2 2 2 1 2105 ⾶騨 2 1 1
803 常陸太⽥・ひたちな

か
1 1 1 1 2201 賀茂 0 0 0 2203駿東⽥⽅がカバー同左 1

804 ⿅⾏ 1 1 2 2202 熱海伊東 2 2 2 1
805 ⼟浦 2 2 2 1 2203 駿東⽥⽅ 3 4 4
806 つくば 3 3 3 1 2204 富⼠ 2 2 2 1
807 取⼿・⻯ヶ崎 4 4 6 2205 静岡 5 3 5
808 筑⻄・下妻 1 1 1 1 2206 志太榛原 4 4 5
809 古河・坂東 2 2 2 1 2207 中東遠 2 2 2 1
901 県北 1 1 1 1 2208 ⻄部 5 5 5 1
902 県⻄ 0 1 1 905県南がカバー 2302 海部 2 2 2 1
903 宇都宮 4 4 4 1 2304 尾張東部 3 3 3 1
904 県東 0 1 1 905県南がカバー 2305 尾張⻄部 4 3 3
905 県南 3 3 3 1 2306 尾張北部 6 5 4
906 両⽑ 1 1 1 1 2307 知多半島 3 3 3 1
1001 前橋 3 3 3 1 2308 ⻄三河北部 2 2 2 1
1002 渋川 0 0 0 1001+1002+1007で合圏 同左 1 2309 ⻄三河南部⻄ 3 3 3 1
1003 伊勢崎 2 2 2 1 2310 ⻄三河南部東 1 2 2
1004 ⾼崎・安中 2 2 2 1 2311 東三河北部 0 0 0 2312東三河南部がカバー同左 1
1005 藤岡 1 1 1 1 2312 東三河南部 4 4 4 1
1006 富岡 0 0 0 1004+1005+1006で合圏（⻄部） 同左 1 2313 名古屋・尾張

中部
16 15 15

1007 吾妻 0 0 0 1001+1002+1007で合圏 同左 1 2401 北勢 6 6 5
1008 沼⽥ 1 1 1 1 2402 中勢伊賀 3 3 3 1
1009 桐⽣ 1 1 1 1 2403 南勢志摩 4 4 4 1
1010 太⽥・館林 2 2 1 2404 東紀州 1 1 0 2403がカバー
1101 南部 4 4 4 1 2501 ⼤津 3 3 2
1102 南⻄部 3 3 5 2502 湖南 3 3 3 1
1103 東部 4 4 4 1 2503 甲賀 1 1 1 1
1104 さいたま 9 9 9 1 2504 東近江 2 2 2 1
1105 県央 1 1 1 1 2505 湖東 1 1 1 1
1106 川越⽐企 2 2 2 1 2506 湖北 2 2 2 1
1107 ⻄部 5 5 5 1 2507 湖⻄ 1 1 1 1
1108 利根 3 4 3 2601 丹後 0 0 0 2908但⾺、2602中丹がカバー同左 1
1109 北部 5 4 6 2602 中丹 2 2 2 1
1110 秩⽗ 0 0 0 1109がカバー 同左 1 2603 南丹 1 1 1 1
1201 千葉 6 7 7 2604 京都・⼄訓 14 14 13
1202 東葛南部 12 13 11 2605 ⼭城北 4 4 3
1203 東葛北部 9 9 7 2606 ⼭城南 1 1 1 1
1204 印旛 3 5 4
1205 ⾹取海匝 2 1 1
1206 ⼭武⻑⽣夷隅 3 3 3 1
1207 安房 1 1 1 1
1208 君津 1 1 1 1
1209 市原 2 2 2 1
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2次医療圏
番号

2次医療圏名 2020 2021 2022 コメント2020 コメント2022 4年不変 2次医療圏
番号

2次医療圏名 2020 2021 2022 コメント2020 コメント2022 4年不変

2701 豊能 6 7 7 3901 安芸 1 1 1 1
2702 三島 7 7 6 3902 中央 8 8 8 1
2703 北河内 11 9 9 3903 ⾼幡 0 0 0 3902中央がカバー 同左 1
2704 中河内 7 7 7 1 3904 幡多 1 1 1 1
2705 南河内 6 7 7 4001 福岡・⽷島 14 13 13
2706 堺市 5 5 5 1 4002 粕屋 2 2 2 1
2707 泉州 5 7 6 4003 宗像 2 2 2 1
2708 ⼤阪市 25 25 26 4004 筑紫 3 3 3 1
2801 神⼾ 13 14 14 4005 朝倉 1 1 1 1
2804 東播磨 4 4 3 4006 久留⽶ 4 4 4 1
2805 北播磨 2 2 2 1 4007 ⼋⼥・筑後 2 2 2 1
2808 但⾺ 1 1 1 1 4008 有明 3 3 3 1
2809 丹波 0 0 0 北播磨、阪神、神⼾がカバー 同左 1 4009 飯塚 1 1 1 1
2810 淡路 1 1 1 1 4010 直⽅・鞍⼿ 0 0 0 4012北九州がカバー 同左 1
2811 阪神 14 15 16 4011 ⽥川 1 1 2
2812 播磨⾚穂 7 6 5 4012 北九州 12 10 13
2901 奈良 3 3 3 1 4013 京築 2 2 2 1
2902 東和 3 3 3 1 4101 中部 4 4 4 1
2903 ⻄和 4 4 4 1 4102 東部 1 1 1 1
2904 中和 2 3 3 4103 北部 2 2 2 1
2905 南和 1 1 1 1 4104 ⻄部 1 1 0 4101がカバー
3001 和歌⼭ 4 4 3 4105 南部 2 2 2 1
3002 那賀 1 1 1 1 4201 ⻑崎 6 6 6
3003 橋本 1 1 1 1 4202 佐世保県北 4 3 4 1
3004 有⽥ 0 0 0 3001和歌⼭がカバー 同左 1 4203 県央 1 1 1
3005 御坊 1 1 1 1 4204 県南 1 0 1
3006 ⽥辺 1 1 1 1 4206 五島 0 0 0 遠隔⽀援でIV tPA 同左 1
3007 新宮 1 1 1 1 4207 上五島 0 0 0 遠隔⽀援でIV tPA 同左 1
3101 東部 1 1 1 1 4208 壱岐 0 0 0 遠隔⽀援でIV tPA 同左 1
3102 中部 1 2 2 4209 対⾺ 0 0 0 遠隔⽀援でIV tPA 同左 1
3103 ⻄部 2 2 2 1 4301 熊本・上益城 7 7 6
3201 松江 3 3 2 4302 宇城 0 0 0 4301がカバー 1
3202 雲南 0 0 0 3201松江がカバー 同左 1 4303 有明 1 1 1 1
3203 出雲 3 2 3 4304 ⿅本 0 0 0 4301熊本・上益城がカバー同左 1
3204 ⼤⽥ 1 1 0 2203がカバー 4305 菊池 0 0 0 4301熊本・上益城がカバー同左 1
3205 浜⽥ 1 1 1 1 4306 阿蘇 1 1 1 1
3206 益⽥ 1 1 1 1 4308 ⼋代 2 2 2 1
3207 隠岐 1 1 1 1 4309 芦北 1 1 1 1
3301 県南東部 9 9 9 1 4310 球磨 1 1 1 1
3302 県南⻄部 2 2 2 1 4311 天草 1 1 1 1
3303 ⾼梁・新⾒ 0 0 0 3301県南東部、3302県南⻄部がカバー 同左 1 4401 東部 4 4 3
3304 真庭 1 1 1 1 4403 中部 6 7 7
3305 津⼭・英⽥ 1 1 1 1 4405 南部 0 0 0 4408⻄部がカバー 同左 1
3401 広島 11 11 11 1 4406 豊肥 0 0 0 4408⻄部がカバー 同左 1
3402 広島⻄ 1 1 1 1 4408 ⻄部 1 1 1 1
3403 呉 2 3 3 4409 北部 2 1 1
3404 広島中央 1 1 1 1 4501 宮崎東諸県 5 5 4
3405 尾三 4 4 4 1 4502 都城北諸県 2 2 2 1
3406 福⼭・府中 3 3 3 1 4503 延岡⻄⾅杵 0 0 1 4501宮崎東諸県がカバー類型１
3407 備北 1 1 1 1 4504 ⽇南串間 1 1 1 1
3501 岩国 1 1 1 1 4505 ⻄諸 1 1 1 1
3502 柳井 0 0 1 3501岩国がカバー 4506 ⻄都児湯 1 0 0 4501がカバー
3503 周南 2 1 1 4507 ⽇向⼊郷 1 1 1 1
3504 ⼭⼝・防府 4 3 3 4601 ⿅児島 9 9 8
3505 宇部・⼩野⽥ 3 3 4 4603 南薩 1 1 1 1
3506 下関 2 2 4 4605 川薩 1 1 1 1
3507 ⻑⾨ 0 0 0 3505宇部⼩野⽥がカバー 同左 1 4606 出⽔ 2 2 2 1
3508 萩 1 1 0 3504がカバー 4607 姶良・伊佐 6 5 5
3601 東部 7 7 7 1 4609 曽於 1 1 1 1
3603 南部 2 2 2 1 4610 肝属 3 4 4
3605 ⻄部 1 1 1 1 4611 熊⽑ 0 0 1 域内でカバー？
3702 ⼩⾖ 1 0 0 3706がカバー 4612 奄美 1 1 1 1
3706 東部(⼤川・⾼松) 7 7 6 4701 北部 0 0 0 4703南部がカバー 同左 1
3707 ⻄部（中讃・三豊） 5 5 5 1 4702 中部 0 0 0 4703南部がカバー 同左 1
3801 宇摩 1 1 1 1 4703 南部 7 6 7
3802 新居浜・⻄条 3 3 3 1 4706 宮古 1 1 0 4703がカバー
3803 今治 2 2 2 1 4707 ⼋重⼭ 1 1 1 1
3804 松⼭ 4 4 4 1 2482 2489 2487 114
3805 ⼋幡浜・⼤洲 1 1 1 1
3806 宇和島 1 1 1 1
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資料 3 

 

MC協議会番号 MC協議会 2020 2021 2022 MC協議会番号 MC協議会 2020 2021 2022 MC協議会番号 MC協議会 2020 2021 2022
101 道南 4 5 5 1301 東京都 86 81 82 2901 奈良 13 14 14
102 道央 25 25 26 1401 横浜市 29 28 28 3001 和歌⼭市 4 4 3
103 道北 4 4 4 1402 川崎市 12 10 11 3002 紀北 2 2 2
104 オホーツク 1 1 2 1403 三浦半島 4 4 3 3003 紀南 3 3 3
105 ⼗勝 2 2 2 1404 湘南 14 14 16 3101 東部 1 1 1
106 釧路 3 3 3 1405 県北県央 3 2 2 3102 中部 1 2 2
201 ⻘森下北 4 4 4 1501 新潟 7 7 7 3103 ⻄部 2 2 2
202 ⼋⼾上⼗三 3 3 3 1502 下越 2 2 2 3201 松江安来 3 3 2
203 津軽⻄北五 3 3 3 1503 中越 5 5 5 3202 出雲 5 4 4
301 盛岡 3 3 3 1504 ⿂沼 1 1 1 3203 浜⽥江津 1 1 1
302 宮古 1 1 1505 上越 2 2 2 3204 益⽥ 1 1 1
303 ⼀関 1 1 1 1601 富⼭ 5 5 5 3301 岡⼭県南東部 9 9 9
304 釜⽯ 1 1602 ⾼岡 1 2 2 3302 備中 2 2 2
305 胆江 1 1 1 1603 新川 2 2 2 3303 美作 2 2 2
306 久慈 1 1 1 1604 砺波 1 1 1 3401 広島⻄ 1 1 1
307 花巻 1701 ⽯川県 11 12 12 3402 広島 11 11 11
308 北上 1 1 1 1801 福井坂井 6 6 6 3403 呉 2 3 3
309 気仙 1 1 1 1802 奥越 1 1 1 3404 広島中央 1 1 1
310 遠野 1803 丹南 3 3 3 3405 尾三 4 4 4
311 ⼆⼾ 1 1 1 1804 嶺南 2 2 2 3406 福⼭府中 3 3 3
401 仙南 1 1 1 1901 ⼭梨県 10 10 10 3407 備北 1 1 1
402 仙台⿊川 8 6 6 2001 佐久 2 2 2 3501 東部 1 1 2
403 岩沼 1 1 1 2002 上⽥ 2 2 2 3502 周南 2 1 1
404 塩釜 2003 諏訪 2 2 1 3503 ⼭⼝防府 4 3 3
405 ⼤崎 1 1 2004 上伊那 2 2 2 3504 宇部⼭陽⼩野⽥美弥萩4 4 4
406 栗原 2005 飯伊 2 2 2 3505 下関⻑⾨ 2 2 4
407 登⽶ 2006 ⽊曽  1 3601 徳島 10 10 10
408 ⽯巻 1 1 2007 松本 4 4 4 3701 ⾹川 13 12 11
409 気仙沼 1 1 2008 ⼤北  1 1 1 3801 東予 6 6 6
501 ⼤館⿅⾓ 1 1 1 2009 ⻑野 4 5 5 3802 中予 4 4 4
502 北秋⽥ 2010 中⾼飯⽔ 2 2 2 3803 南予 2 2 2
503 能代⼭本 1 1 1 2101 岐⾩ 7 7 7 3901 ⾼知 10 10 10
504 秋⽥周辺 4 4 5 2102 ⻄濃        2 2 2 4001 北九州 14 12 15
505 本庄由利 1 1 1 2103 中濃 4 4 4 4002 福岡 21 21 20
506 ⼤仙仙北 1 1 1 2104 東濃 2 1 1 4003 筑豊 2 2 3
507 横⼿ 1 1 1 2105 ⾶騨 2 1 1 4004 筑後 10 10 10
508 湯沢雄勝 1 1 1 2201 賀茂 4101 佐賀県中部 4 4 4
601 村⼭ 6 6 6 2202 熱海 2 2 2 4102 佐賀県東部 1 1 1
602 最上 1 1 1 2203 駿東⽥⽅ 3 4 4 4103 佐賀県北部 2 2 2
603 置賜 3 3 2 2204 富⼠ 2 2 2 4104 佐賀県⻄部 1 1
604 庄内 2 2 2 2205 静岡 5 3 5 4105 佐賀県南部 2 2 2
701 県北相⾺ 9 9 8 2206 志太榛原 4 4 5 4105 佐賀県南部
702 県中県南 3 3 3 2207 中東遠 2 2 2 4201 ⻑崎 6 6 6
703 双葉いわき 2 2 3 2208 ⻄部 5 5 5 4202 県北 4 3 4
704 会津 2 2 2 2301 名古屋市 15 14 14 4203 県央県南 2 1 2
801 ⽔⼾ 7 6 6 2302 海部 2 2 2 4204 下五島
802 茨城県北部 2 2 2 2303 知多 3 3 3 4205 上五島
803 ⿅⾏ 1 1 2 2304 尾張東部 3 3 3 4206 壱岐
804 ⼟浦 3 3 3 2305 尾張北部 11 9 8 4207 対⾺
805 稲敷 2 2 3 2306 ⻄三河 6 7 7 4301 熊本市 7 6 6
806 つくば常総 5 5 6 2307 東三河 4 4 4 4302 ⼭⿅⿅本
807 筑⻄ 1 1 1 2401 桑員 1 1 1 4303 ⼈吉下球磨 1 1 1
808 BANDO 2 2 2 2402 四⽇市 3 3 2 4304 上益城
901 宇都宮塩⾕ 4 4 4 2403 鈴⿅⻲⼭ 2 2 2 4305 上球磨
902 ⾜利佐野 1 1 1 2404 津久居 2 2 2 4306 ⼋代 2 2 2
903 那須南那須 1 1 1 2405 松阪 2 2 2 4307 阿蘇 1 1 1
904 下都賀上都賀 1 2 2 2406 三地域 2 2 2 4308 有明 1 1 1
905 ⼩⼭芳賀 2 3 3 2407 伊賀 1 1 1 4309 ⽔俣芦北 1 1 1
1001 前橋 3 3 3 2408 東紀州尾鷲 4311 菊池
1002 ⾼崎安中 2 2 2 2409 紀南 1 1 4312 天草 1 1 1
1003 渋川 2501 ⼤津市 3 3 2 4401 ⼤分 13 13 12
1004 藤岡 1 1 1 2502 湖南 3 3 3 4501 宮崎 5 5 4
1005 富岡 2503 甲賀 1 1 1 4502 都城 2 2 2
1006 吾妻 2504 東近江 2 2 2 4503 延岡 1
1007 沼⽥ 1 1 1 2505 湖東 1 1 1 4504 ⽇向 1 1 1
1008 伊勢崎 2 2 2 2506 湖北 2 2 2 4505 南那珂 1 1 1
1009 桐⽣ 1 1 1 2507 湖⻄ 1 1 1 4506 ⻄都児湯 1
1010 太⽥ 1 1 2601 丹後 4507 ⻄諸 1 1 1
1011 館林 1 1 1 2602 中丹 2 2 2 4601 薩摩 8 9 8
1101 中央 10 10 10 2603 南丹 1 1 1 4602 北薩 4 4 4
1102 東部 6 7 7 2604 京都市⼄訓 14 14 13 4603 姶良伊佐 6 5 5
1103 ⻄武第⼀ 8 8 8 2605 ⼭城北 4 4 3 4604 ⼤隅 4 5 5
1104 ⻄武第⼆ 2 2 4 2606 ⼭城南 1 1 1 4605 熊⽑ 1
1105 南部 4 4 4 2701 ⼤阪市 25 25 26 4606 ⼤島 1 1 1
1106 北部 6 5 6 2702 豊能 6 7 7 4701 北部
1201 千葉市 6 7 7 2703 三島 7 7 6 4702 中部
1202 市原 2 2 2 2704 北河内 11 9 9 4703 南部 7 6 7
1203 印旛 3 5 4 2705 中河内 9 9 9 4704 宮古 1 1
1204 君津 1 1 1 2706 南河内 4 5 5 4705 ⼋重⼭ 1 1 1
1205 千葉県東部 2 1 1 2707 堺 5 5 5 2249 2253 2253
1206 東葛飾南部 7 8 6 2708 泉州 5 7 6
1207 東葛飾北部 9 9 7 2801 神⼾市 13 14 14
1208 南房総 2 2 2 2802 阪神丹波 14 15 16
1209 ⼭武⻑⽣ 2 2 2 2803 東播磨北播磨淡路 7 7 6
1210 東葛飾湾岸 5 5 5 2804 中播磨⻄播磨 7 6 5

2805 但⾺ 1 1 1
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資料 4 

 

 

資料 5 

 

⽇本脳卒中学会 PSC, SPC coreの全国カバーマップ

⼈⼝カバー率︓90.4%⼈⼝カバー率︓98.5%

PSC core 2021
n=208

2021年

PSC 2021
n=961

⼈⼝カバー率︓98.8%

カバーマップ 緊急⾃動⾞60分以内

⼈⼝カバー率︓90.4%⼈⼝カバー率︓98.5%

PSC core 2021
n=208

2021年

PSC 2021
n=961

⼈⼝カバー率︓98.8%

カバーマップ 緊急⾃動⾞60分以内

PSC core 2022
n=224

⼈⼝カバー率:90.4%⼈⼝カバー率:99.0%

PSC 2022
n=960

カバーマップ緊急⾃動⾞60分以内
2022年

2019 2020 2021 2019 2020 2021 2019 2020 2021

報告数 662 1,006 1,008

B301 脳梗塞 159,330 209,745 215,003 215.5 181 185 240.7 208.5 213.3

B301 脳出血 53,293 68,881 68,853 73 59.5 59 80.5 68.5 68.3

B301 くも膜下出血 16,628 20,673 19,976 21 16 16 25.1 20.5 19.8

B301 脳卒中総数 236,421 306,137 309,757 326.5 264.5 271 357.1 304.3 307.3

D008 30日死亡数 14,027 17,977 18,890 17 14 15 21.4 17.9 18.7

D008 30日死亡率 6 6 6 6.4 6.1 6.4

報告数 662 875 953

B303 SAH clip 6,685 7186 6,854 8 6 5 10.1 8.2 7.2

B304 SAH coil 6,062 7053 7,737 7 6 5 9.2 8.1 8.1

報告数 985 1,012 1,014

B301 IV t-PA件数 15,311 16,378 13,615 11 13 10 19.4 16.3 13.5

　実施率（対脳梗塞入院） 6.8 5.2 7.7 6.3

　D2N 中央値 73 73 76.6 76.0

A302 　mRS0-2@90D 5 4 4 6.5 5.9

　mRS0-2@90D平均値 40 43 40.6 43.3

　mRS6@90D 1 1 1 1.1 1.1

　mRS6@90D平均値 4 4 7.9 8.1

B302 MT件数 12,555 15,860 16,875 8 10 11 19.0 15.8 16.7

　実施率（対脳梗塞入院） 5.5 6 7.0 7.4

　D2P 中央値 88 87 88.9 87.0

A302 　mRS0-2@90D 3 3 3 5.0 5.4

　mRS0-2@90D平均値 30 31 32.1 32.3

　mRS6@90D 1 1 1 1.7 2.2

　mRS6@90D平均値 1 9 12 12.4 14.3

報告数 662 1,006 1,008

C801 神経内科専門医 1,962 3,131 2,245 2 1 1 3.0 2.3 2.2

C802 脳神経外科専門医 3,367 4,273 4,237 4 3 3 5.1 4.2 4.2

C803 脳卒中専門医 2,672 2,304 3,100 3 2 2 4.0 3.1 3.1

C804 脳卒中リハ認定看護師 739 514 481 0 0 0 1.1 0.51 0.51

C1002 理学療法士 13,790 21,402 22,388 17 17 18 20.9 21.3 22.2

C1002 作業療法士 6,594 10,078 10,578 7 7 7.5 9.9 10.0 10.5

C1002 言語聴覚士 3,351 5,059 5,280 4 4 4 5.0 5.0 5.2

D002 JSNET専門医 1,032 1,333 1,548 1 1 1 1.6 1.3 1.5

D003 脳血栓回収療法実施医 290 404 0 0 0.23 0.33

総数 中央値 平均値
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資料６ COVID-19 が脳卒中急性期の診療体制に与えた影響 

 
 

 

 

6⽉

7⽉

6⽉

7⽉

救急応需状況
（最⼤の影響）

使⽤可能脳卒中ベッド
（最⼤の影響）

通常通り 制限した 停⽌した

通常通り 50-99% 50%未満

236

359

159

64

34

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

236

358

156

60

37

11

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

厚労科研「脳卒中の急性期診療提供体制の変⾰に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究」班
⽇本脳卒中学会「急性期連携医療プロジェクト」
2022年6-7⽉調査（回答429施設）

6⽉

7⽉

6⽉

7⽉

脳卒中医療スタッフの
就労制限
（最⼤の影響）

脳卒中⼊院患者数
（対2019年同⽉⽐）

0% 5%未満 5-10%

10%以上増加 10%未満増加 不変

10-30% 30%以上

10%未満減少 10％以上減少

155

302

108

74

82

41

58

9

26

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30

36

29

34

171

232

80

59

119

68

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

厚労科研「脳卒中の急性期診療提供体制の変⾰に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究」班
⽇本脳卒中学会「急性期連携医療プロジェクト」
2022年6-7⽉調査（回答429施設）

6⽉

7⽉

Covid-19受け⼊れ

受⼊れない 軽症まで 中等症まで 重症まで

60

71

88

86

128

124

153

148

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

厚労科研「脳卒中の急性期診療提供体制の変⾰に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究」班
⽇本脳卒中学会「急性期連携医療プロジェクト」
2022年6-7⽉調査（回答429施設）
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6⽉

7⽉

6⽉

7⽉

救急応需状況
（最⼤の影響）

使⽤可能脳卒中ベッド
（最⼤の影響）

通常通り 50-99% 50%未満

受⼊れない施設
通常通り 制限した 停⽌した

中等症/重症受⼊れ施設

44

64

12

7

5

1
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47

66

10

6

4
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n=72
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222
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47

23

4
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49

28

9
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厚労科研「脳卒中の急性期診療提供体制の変⾰に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究」班
⽇本脳卒中学会「急性期連携医療プロジェクト」
2022年6-7⽉調査（回答429施設）

6⽉

7⽉

6⽉

7⽉

脳卒中医療スタッフの
就労制限
（最⼤の影響）

脳卒中⼊院患者数
（対2019年同⽉⽐）

0% 5%未満 5-10%

10%以上増加 10%未満増加 不変

10-30% 30%以上

10%未満減少 10％以上減少

受⼊れない施設 中等症/重症受⼊れ施設
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6 1

1
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8
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8
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21
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厚労科研「脳卒中の急性期診療提供体制の変⾰に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究」班
⽇本脳卒中学会「急性期連携医療プロジェクト」
2022年6-7⽉調査（回答429施設）
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資料 7 脳卒中急性期脳主幹動脈閉塞の病院前評価指標(Prehospital LVO scale)標準化に関する研究 
参加施設 神戶市立医療センター中央市⺠病院、高知医療センター、筑波大学、東京都立多摩総合医療

センター、日本医科大学、兵庫医科大学 
収集症例数 1147 件（医療機関到着時評価は 1099 例、救急隊評価は 968 例） 
 

 
提言 
1. 救急隊が脳卒中患者を収容する時に「脈不整、共同偏倚、半側空間無視(指 4 本法)、失語(眼鏡/時

計の呼称)、顔面麻痺、上肢麻痺」の６項目を観察することを推奨する 
2. ６項目のうちの陽性数に応じて、血栓回収療法の適応となる主幹動脈閉塞（LVO）の感度、特異

度、陽性適中率、陰性適中率は表の通りであった（数字は病院到着時/救急隊収容時） 
項目数 感度(%) 特異度(%) 陽性適中率(%) 陰性適中率(%) 

1 96.1/90.6 27.8/33.8 27.4/28.0 96.1/92.7 
2 88.2/69.0 50.9/66.0 33.8/36.6 93.8/88.2 
3 77.3/47.3 73.8/88.4 45.6/53.6 92.0/85.5 
4 63.1/20.7 84.5/96.6 53.6/63.6 89.0/81.1 

3. 地域における搬送指標として活用することを提案する 
  例：陰性適中率/感度を重視するなら２項目、陽性適中率/特異度を重視するなら３項目 
 
 
  

 表5.3.1 標準指標との比較

単純判定モデル
拡張
期血
圧

心房
細動

共同
偏視

半側
空間
無視
（指4
本法）

失語
（眼鏡
/時計
の呼
称）

構音
障害

顔面
麻痺

上肢
麻痺

Cut off 感度（％）
特異度
（％）

陽性適中
率（％）

陰性適中
率（％）

感度（％）
特異度
（％）

陽性適中
率（％）

陰性適中
率（％）

0 I II III 85> 有 有 有 有 有 有 有
新規評価法① 4 2 2 2 0 1 1 1以上 96.1 27.8 27.4 96.1 90.6 33.8 28.0 92.7

2以上 92.1 44.5 32.0 95.2 74.9 58.2 33.7 89.1

3以上 85.7 62.2 39.2 93.9 62.1 76.1 42.4 87.6

4以上 80.3 65.9 40.0 92.2 54.7 80.7 44.6 86.2

新規評価法② 0 2 2 0 2 2 1 1 0 1 2 1以上 98.5 20.7 26.1 98.0 96.6 24.8 26.7 96.2

2以上 97.5 23.6 26.6 97.1 95.6 29.1 27.7 95.9

3以上 91.1 43.9 31.6 94.6 81.3 54.8 33.8 91.2

4以上 84.2 57.8 36.2 92.8 73.4 66.7 38.5 89.8

新規評価法③ 1 1 1 1 0 1 1 1以上 96.1 27.8 27.4 96.1 90.6 33.8 28.0 92.7

2以上 88.2 50.9 33.8 93.8 69.0 66.0 36.6 88.2

3以上 77.3 73.8 45.6 92.0 47.3 88.4 53.6 85.5

4以上 63.1 84.5 53.6 89.0 20.7 96.6 63.6 81.1

ELVO系-1 1 1 1 1以上 84.2 66.9 41.9 93.7 57.1 78.9 43.4 86.6

ELVO系-1 麻痺あり 1 1 1 ● ● 1以上 79.8 72.0 44.8 92.6 52.2 85.2 50.0 86.3

ELVO系-2 1 1 1 1 1以上 88.7 59.3 38.2 94.9 65.5 71.5 39.5 88.0

ELVO系-2 麻痺あり 1 1 1 1 ● ● 1以上 83.3 68.0 42.5 93.5 58.1 81.0 46.5 87.2

GAI2AA系 1 2 2 2 1 1以上 94.6 31.3 28.1 95.3 88.7 39.2 29.3 92.4

2以上 87.7 63.5 40.5 94.8 63.1 75.5 42.2 87.8

3以上 80.3 70.6 43.7 92.7 52.7 83.6 47.8 86.2

4以上 68.0 80.0 49.1 89.8 30.5 93.3 56.4 82.5

5以上 61.6 82.4 49.8 88.3 19.2 95.9 57.4 80.7

FACE2-AD系 0 0 1 1 1 1 2 1 1 1以上 96.1 15.7 24.4 93.3 95.1 18.3 24.8 92.9

2以上 87.2 41.7 29.8 92.0 79.8 52.2 32.1 90.1

3以上 77.3 68.1 40.8 91.4 57.1 77.2 41.6 86.4

4以上 64.0 81.5 49.6 88.9 38.9 90.3 53.4 83.9

5以上 46.3 90.6 58.4 85.6 23.6 95.4 59.3 81.5

ELVO系麻痺あり：顔面麻痺と上肢麻痺のいずれもないものは0点とした

到着時評価（918例） 救急隊評価（918例）

意識レベル（JCS）
救急隊

㻟㻤 㻞㻜㻞㻝㻙㻣㻙㻞㻝
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令和４年度 救急業務の在り方に関する検討会報告書、令和５年３月、総務省消防庁 

第 2章 救急隊員等の行う観察・処置等に係る検討 

 

 
 

6362
 

 

  
救急隊員等の行う観察・処置等に係る検討 ー ン ループにおいて、関

係学会か の 者、 本救急医学会 本 救急医学会か の 者、

本 か の 者を 成員として、検討を行った。 

 

救急隊員等の行う観察・処置等に係る検討 ー ン ループ  

時 

 令和４年 月  

２  令和４年 11月  

３  令和４年 12月 26 月  

４  令和５年 ２月 14  

成 体 
本 器学会、 本 中学会、 本救急医学会、 本

救急医学会、 本  

検討  

中に関する検討  

① 中を った の救急隊の活動の現状 

② 本 中学会か の提 、要  

 ・ 中が われる場 に加える つの観察  

 ・ 的 収療 の適応となる主 動 の  

 ・適切な医療 関 の 期搬送を す としての活用 

救急現場 の 、 の方 等  

地域の医療資 に応 た搬送 の活用方  

 ・医療資 の具体的な え方、地域での活用方  

 

また、 ３ 、 ４ ー ン ループにおいて、 本

器学会か 病に関する提 、要 について の報告

があり、議論を行った。 

 ・12 図 定・ 送 の見 し 

 ・急 大動 を った に 要な観察  

 ・ を った に 要な観察  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  
 に に  

令和 年度の提言を踏まえて、 本 中学会か 「 的 収療

の適応となる主 動 に う 中を する観察 」について令和

３年度 に新たな提 図 ２ がなされ、地域の医療資 に応 た活

用方 等を めて検討した。 

 

  

にに     

的 収療 の適応となる主 動 に う 中の ・急 期対応のた

めに、令和 年度の提言を踏まえて 学的検証を行った。 りの病院前における

で 中が われる場 に つの観察 を加え、 のう する

数に応 て、 的 収療 が 時実 な医療 関 の 搬送を する

として、地域の医療資 に応 て活用することを提 する。 

FAST Face, Arm, Speech, Time 、CPSS Cincinnati Prehospital Stroke Scale 等 

 

にに   

救急隊が 中 者を収容する時に、 の を観察することを する。  

 整  

   

 間 ４本   

 /時 の   

   

 上   

    前 提言か は 。 

 

 

  

  

のう の 数に応 て、 収療 の適応となる主 動 LVO の

感度、 度、 的中率、 的中率は のとおり。 数 は病院到着時 救急隊収容時   

  

  

  

6564
 

  

地域における搬送 として活用することを提 する。 

的中率 感度を するな ２ 、 的中率 度を するな ３  

  
 

 

 に に  

令和 年度の提言を踏まえて、 本 器学会・ 本 救急医学会か

病に関する提 、要 について報告があり ー ン ループにおいて

議論を行った。 

今後、12 図 定・ 送 、急 大動 を った

に 要な観察 も めて、新たな提言がなされた は、検討を要する。 

 

  
 に  

i  

令和 年度、 本 中学会より「 的 収療 の適応となる主

動 に う 中を する観察 」が提 され、 りの病

院前における FAST Face, Arm, Speech, Time 、CPSS Cincinnati 

Prehospital Stroke Scale 等 で 中が われる場 に加える つの

観察 のう ４ 上 たす場 、主 動 に対する 的

収療 を 時実 できる医療 関 の 搬送を することが

された。これを けて「救急隊における観察・処置等について」 令和２年

３月 27 け 救 83 救急 長 、令和２年

３月 27 け という。 において、地域 MC 議会等の のもと、救

急現場での実 や救急隊員の 力向上について、地域の実情に応 た検討

が行われてきたとこ である。 

令和４年度において、 中を う傷病者に対する観察 について、

プロ コル、 本 の活動要 、各 の傷病者の搬送 れ

の実 に関する 等、 かの定めがある 本 が 71.6 であった

図 ２ ２ 。 のう 、令和２年３月 27 け を踏まえている

本 は 60.8 であった 図 ２ ３ 。 
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iv に じ  

学会か の新たな提 図 ２ において「 的 収療 の

適応となる主 動 の 」として のう の 数に応

て、感度、 度、 的中率、 的中率が示され、「適切な医療 関

の 期搬送を す としての活用」が された。 こで、地域の

医療資 や医療 関の 療・ 体制等の実情を踏まえて、 国で を

検討いた くための方 について検討した。 

提 の は、令和 年度の提言を踏まえて、 りの病院前におけ

る FAST、CPSS 等 で 中が われる場 に つの観察 を

加え、 のう する 数に応 て、 的 収療 が 時

実 な医療 関 の 搬送を するということであるが、救急

活動はプロ コルに って行われることが 本であり、地域の実情に応

て、 MC は地域 MC で議論・検討を たうえで、２

は３ をプロ コルとして 定することが まれる。 

学会では、令和２年度より t-PA 療 が 時 な一 中 ン

ー PSC Primary Stroke Center 、さ に 的 収療 まで

時 な 的な 収 中 ン ー TSC Thrombectomy-

capable Stroke Center の認定を進めており、 的 収療 の適

応がある場 、PSC 搬送してか TSC 院搬送する drip & ship

より、TSCに 搬送 mother ship した方が、 療 までの時間が

するとの があった。 的医療 関の が 要であるが、

な には病院前後の情報を する 要があり、具体的な搬送 ま

で定まっていないのが実情であった。 

的確な救急搬送とは、症状・地域・時間 等に応 て 々と 化する需

要・ のバランスを て、適時適切な が行われるものである。

的 収療 の適応となる傷病者も、 的かつ的確に救急搬送す

ることが理 であるが、医療資 や医療 関の 体制が な地域・期

間では、今 示された主 動 の のう 「感度」を した搬

送 の活用が え れる。この場 、２ に 時 で、ま は、

収医療 関 の 搬送を に れるといった運用が 定される。

に、医療資 や医療 関の 体制が 対的に な地域・期間は、

「 的中率」を して、３ に した 、 搬送を に れ

ることも え れる。 

地域の医療資 や医療 関の 体制等については、 え 、 ・

のような地域 も え得るが、 の が に れた。 

 救急需要の 救急出動件数、 会 数、病院到着所要時間、 

現場 時間 

 地理的な  収医療 関が、 的な救急搬送 にあるか 

 の  地域における 収療 の実 件数 

 

さ に、一 的に は の救急出動件数は増加し、 間 や

感染症 行時には の制 が る等、時期・ 等による 動は

に え得るとこ である。これ の も な範囲で すべきであ

るが、ま は、 MC 議会 は地域 MC 議会 で、２ は

３ をプロ コルにおいて 定することが される。今後、 アー

精度等の効果の検証が進 ことで、 な運用方 も一定 度示され

ることが期待される。 

アン ー 果か は、新 に向けた検討の場として、 MC

議会・地域 MC 議会や救急医療に関する会議の場等が一定 度あるこ

とが示されたが、地域の実情に応 た運用方 については、こうした場で

医療 関・ 関が 成を図ることが 要である。 の 、主 動

の 中も めて円滑な搬送・ が行われるよう すべ

きである。また、 に係る主 動 の 感度、 度、

的中率、 的中率 を踏まえた地域の 療・ 体制は主に医療 が、

救急搬送を円滑に実 できるかは主に が 見すべき論 であり、

者が することで傷病者にとって最適な救急搬送体制を するこ

とが まれる。 

上を踏まえた医療資 の具体的な え方を図示 図 ２ ５ するの

で、関係者間で認 有を行う には 要に応 て活用されたい。 

 

  

 

「「治治療療開開始始」」ままででのの時時間間短短縮縮をを目目標標にに、、地地域域のの実実情情にに応応じじてて、、都都道道府府県県MC協協議議会会又又はは地地域域MC協協議議会会単単位位ででのの設設定定をを想想定定。。
ななおお、、時時期期・・季季節節等等にによよるる搬搬送送件件数数やや受受入入体体制制のの変変動動、、脳脳卒卒中中全全般般のの円円滑滑なな搬搬送送・・受受入入ににもも留留意意がが必必要要。。

医医療療資資源源がが不不十十分分なな場場合合
（（ 「「陽陽性性的的中中率率」」をを重重視視すするる地地域域・・期期間間））

具体像
地域における脳卒中傷病者の搬送件数に対して、血栓回収医療
機関の配置・受入体制が不十分で、治療適応となる確度を高めたい。

現状把握の参考指標（例）
地域の『救急出動件数』や『受入照会回数』が多い、
又は、『病院到着所要時間』や『現場滞在時間』が長め。
血栓回収医療機関が、『平均的な救急搬送圏外』である。
地域における『血栓回収療法の実施可能件数』が少なく、
医療機関が十分に連携して受入れを行う必要がある。

治療適応となる確度を高めるため、３項目に該当したら、
まずは、血栓回収医療機関への直接搬送を考慮に入れる。

具体像
地域における脳卒中傷病者の搬送件数に対して、血栓回収医療
機関の配置・受入体制が豊富で、網羅的に搬送する体制としたい。

現状把握の参考指標（例）
地域の『救急出動件数』や『受入照会回数』が少ない、
又は、『病院到着所要時間』や『現場滞在時間』が短い。
血栓回収医療機関が、『平均的な救急搬送圏内』にある。
地域における『血栓回収療法の実施可能件数』が十分で、
医療機関が常時受入れを行い、治療を行う体制が整っている。

網羅的かつ的確に搬送するために、２項目に該当時点で、
まずは、血栓回収医療機関への直接搬送を考慮に入れる。

（参考）厚生労働省「脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る診療
提供体制の在り方に関する検討会 報告書（平成29年7月）」

医療資源が豊富な場合（直接搬送が多い）

血栓回収医療機関への直接搬送 直近の医療機関を経由する搬送

長距離搬送

機械的血栓回収療法が
常時実施可能な医療機関

脳卒中受入れ医療機関
（t-PA投与可能な施設等）

医療資源が不十分な場合（直接搬送が少ない）

（参考イメージ） 傷病者の状態、病院配置、搬送状況等は様々であることに留意。

医医療療資資源源がが豊豊富富なな場場合合
（（ 「「感感度度」」をを重重視視すするる地地域域・・期期間間））
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別添４−１ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （岩間 亨・岐阜大学・大学院医学系研究科・脳神経外科学分野教授） 

 

研究要旨一次脳卒中センター（PSC）認定前後の虚血性脳卒中診療実績の比較から、県全体と

して郡部と類型化される岐阜県では、５つの二次医療圏全てにおいて rt-PA、MT の実績は

PSC 認定後、維持あるいは増加していた。COVID-19 の流行による診療体制への影響は限定

的なものであり、その中で脳卒中診療体制は改善傾向にあったと考えられた。診療体制が集約

化に向かった東濃、飛騨医療圏においても、医療圏内の専門医数に大きな変動がない中、rt-

PA 実績はほぼ維持され、MT 実績が 60%程度増加したことから、虚血性脳卒中の中でも重症な

主幹動脈閉塞症に対する治療は PSC 認定を機に大きく改善していると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 人口約 200 万人、5 つの二次医療圏（岐阜、西濃、中

濃、東濃、飛騨）からなる岐阜県は、県全体としては郡部

に類型化されるが、医療資源の豊富な岐阜医療圏とそ

うでない４医療圏とでは急性期脳卒中診療の提供体制

に差がある。日本脳卒中学会が開始した一次脳卒中セ

ンター(PSC)の認定前後の４年間（2018〜2021年）の脳

卒中急性期診療実績を二次医療圏毎に分析し、PSC

認定が岐阜県の脳卒中急性期診療提供体制に及ぼし

た影響について検討した。 

Ｂ．研究方法 

 先行研究班及び本研究班で収集した岐阜県の二次医

療圏毎の年間脳卒中急性期診療実績をもとに、PSC 認

定開始前の 2018〜2019年、開始後の 2020〜2021年

の比較を行った。医療圏間の比較を行うために、各医療

圏の年平均実績を 2020年の医療圏毎の人口（10 万

人）で除し、10 万人あたりの実績を算出した。各医療圏

の人口（10 万人）は岐阜 7.94、西濃 3.58、中濃 3.64、

東濃 3.24、飛騨 1.39 であった。岐阜県における PSC

認定病院数は 2020年が 17病院で、医療圏別では岐

阜７病院、西濃２病院、中濃４病院、東濃２病院、飛騨２

病院であった。2021年認定では東濃及び飛騨医療圏

で認定病院が１病院ずつ減少し、各１病院、県全体では

15 病院となった。2022年の認定病院は 2021年と同一

であった。今回は PSC および PSC コア施設の認定根

拠になった組織プラスミノーゲン活性化薬静注療法（以

下 rt-PA）、機械的血栓回収療法（MT）の実績を集計

し、医療圏毎に急性期虚血性脳卒中の診療体制におけ

る変化とその要因を考察した。 

（倫理面への配慮） 

 調査項目は患者数と各施設の診療体制のみに限定し

ており、個人情報は含まれておらず倫理的配慮は必要

としない。 

Ｃ．研究結果 

 岐阜医療圏では PSC 認定前から rt-PA、MT は全て

PSC の 7病院で実施されており、rt-PA の実績は認定

前２年間の平均が 133(16.8 [人口 10 万人当たり、以下

同じ])件/年、認定後は 133.5(16.8)件/年とほぼ同様で

あった。MT の実績は前 96.5(12.2)件/年、後 111(14.0)

件/年で、認定前に対して 115%に増加していた。常勤の

専門医数は、脳卒中学会（脳神経外科学会所属）、脳卒

中学会（脳神経内科学会所属）、脳神経外科学会、脳卒

中の外科学会（技術認定医＋指導医）、脳神経血管内

治療学会（以下同順）のそれぞれが、2019年が 18、3、

37、8、18、2021年は 17、3、３6、8、19 であった。 

西濃でも同様に rt-PA、MT共に PSC の２病院で実施

されていた。rt-PA の実績は前 46(12.8)件/年、後

58.5(16.3)件/年（前比 127%）、MT は前 47(13.1)件/年、

後 49(13.7)件/年（前比 104%）であった。専門医数につ

いては 2019年データがなく、2021年はそれぞれ２、０、

７、１、３であった。 

中濃では rt-PA は主に PSC の４病院で、MT は PSC

の２病院で実施されていた。rt-PA の実績は前 25.5(7.0)

件/年、後 31(8.5)件/年（前比 122%）、MT は前 9.5(2.6)

件/年、後 20(5.5)件/年（前比 202%）であった。専門医数

については 2019年データがなく、2021年はそれぞれ

6、０、8、2、３であった。 

東濃では以前より 3病院で脳卒中の急性期診療を担

当してきたが、PSC 認定を受けたのは 2020 年が 2 病

院、2021年以降は１病院のみとなり、実質上 2020年か
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らは rt-PA、MT は１病院に集約化していた。医療圏全

体での治療実績の推移は、rt-PA が前 47.5(14.7)件/

年、後 37(11.4)件/年（前比 78%）と減少していたが、MT

は前 27(8.3)件/年、後 43(13.3)件/年（前比 159%）と増

加していた。専門医数の報告は現在の PSC１病院だけ

から得られており、2019年が２、1、2、0、2、2021年は

2、1、3、0、3であったが、独自調査によれば 2023 年 2

月現在では他の２病院に脳神経外科学会専門医 5名と

脳神経血管内治療学会専門医 1名が常勤医として在籍

している。 

飛騨では rt-PA、MT共に PSC 認定を受けた２病院で

実施されていたが、2021年より１病院が脳卒中診療を中

止し、残る１病院に集約化された。治療実績は、rt-PA

が前 26.5(19.1)件/年、後 25.5(18.3)件/年（前比 96%）、

MT は前 8(5.8)件/年、後 12.5(9.0)件/年（前比 156%）と

増加していた。専門医数は 2019年がそれぞれ 3、0、6、

1、0、2021年は 2、0、5、1、1、であった。 

Ｄ. 考察 

 岐阜医療圏は人口 79.4万人で脳卒中急性期医療を

担当する７病院の全てが PSC 認定を受け、全病院に脳

血管内治療専門医が常勤している。2020年以降は

COVID-19 の感染拡大が各病院の救急患者受入体制

に影響を及ぼしたが、昨年までの検討において岐阜医

療圏外への患者搬送は確認されておらず、地域としての

脳卒中診療体制は安定していたと考えられる。専門医数

など医療資源はほぼ定常化している中、PSC 認定開始

の前後での比較では、rt-PA 症例は横ばいで、MT は

15％程度増加していた。救急搬送時間の短縮、搬入か

ら穿刺までの時間（D２P）の短縮、治療適応の拡大など

の要因が関与した可能性があるが、D２P の調査は 2020

年以降のデータしかなく、要因分析には継続したデータ

の集積と解析が必要と考えられる。 

 西濃医療圏は人口 35.8万人に対して PSC が２病院で

あり、岐阜医療圏と比較すると１病院あたりの負担が大き

いと考えられる。PSC 認定の前は人口あたりの rt-PA 実

施数が岐阜医療圏の約 3/4にとどまっていたが、認定

後はほぼ同数となった。発症後 4.5時間という治療開始

時間に制限のある rt-PA 療法実績の増加には救急搬

送時間の短縮、搬入から注射までの時間（D２N）の短縮

が要因として考えられる。実際のところ D２Nは 2020年

と 2021年との比較では２病院ともに 20 分弱短縮してお

り、両施設における搬入後の診療体制の改善によるもの

であったと推察される。MT の人口あたりの実施件数は

PSC 認定の前から岐阜医療圏とほぼ同数であり、現状と

して西濃医療圏の脳卒中急性期診療体制は岐阜圏域と

同レベルで安定していると考えられた。 

 中濃医療圏には PSC が４病院あるが、2020年 3月ま

では脳血管内治療医が常勤している施設は１施設のみ

であり、MT が必要な患者は主に隣接する岐阜医療圏に

Drip-shipで転院搬送していた。2020年 4月より脳血管

内治療専門医常勤施設が 2施設となり、MT の実施件

数は倍増となったが、それでも人口あたりの rt-PA、MT

の実績は岐阜、西濃医療圏の約半数に留まっており、さ

らに何らかの改善策が必要と考えられる。 

 東濃医療圏は今回の調査対象となった４年間に急性

期脳卒中診療体制の集約化が生じた地域の一つであ

り、診療実績の推移が注目された。以前より脳卒中の急

性期診療を担当していた３病院の内、地理的に中間に

位置する病院が PSC として地域全体の rt-PA と MT を

実施する体制となったが、他の２病院からの所要時間は

20 分と 40 分であり、rt-PA 実績減少の原因となった可

能性は否定できないが、PSC以外で実施された rt-PA

症例が集計から漏れた可能性もある。一方で、MT の実

績は約 60%増加しており、で PSC 認定後は 10 万人あた

り年間 13.3 件と岐阜、西濃医療圏とほぼ同じ水準に到

達しており、集約化の効果と考えられる。 

 飛騨医療圏も集約化が生じた地域である。高山市の２

病院に脳神経外科医が常勤しているが、以前より脳卒

中診療は救命救急センターを併設する１病院に集約化

していたところ、南飛騨の PSC 認定病院の常勤脳神経

外科医が 2021年より不在となって、南飛騨の脳卒中患

者は所要時間 40 分の高山市内の PSC、あるいはドクタ

ーヘリによる岐阜医療圏へ搬送される体制に移行となっ

た。岐阜県内で最も高齢化の進行した地域であり、rt-

PA の実績は PSC 認定前県内で最も高く、PSC 認定後

も僅かな減少に留まっていた。しかし、診療体制が大きく

変化したのは 2021年からであり、その影響を判断する

には尚早と思われる。一方、MT の実績は上昇している

が、岐阜等の 2/3程に留まっており、今後その要因を詳

しく検討する必要があると考えられた。 

 以上を総括すると、県全体として郡部と類型化される岐

阜県において、５つの二次医療圏全てにおいて PSC 認

定後、rt-PA、MT の実績は維持、あるいは増加してい

た。調査期間内後半に生じた COVID-19 の流行による

急性期虚血性脳卒中の診療体制への影響は限定的な

ものであったと同時に、脳卒中診療体制は改善傾向に

あったと考えられた。医療圏毎に事情は異なるが、少な

くとも診療体制が集約化に向かった東濃、飛騨医療圏に

おいても、医療圏内の専門医数に大きな変動がない

中、rt-PA 実績はほぼ維持され、MT 実績が 60%程度増

加したことを考えると、虚血性脳卒中の中でも重症な主

幹動脈閉塞症に対する治療は PSC 認定を機に大きく改

善していると考えて良いと思われる。 

Ｅ．結論 

 PSC の認定前後において岐阜県の２医療圏おいて脳

卒中診療体制の集約化が生じたが、診療実績の分析か

ら重症な主幹動脈閉塞症に対する治療は PSC 認定を

機に改善していると考えられた。 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

1) Matsubara H, Imai T, Tsuji S, Oka N, Egashira Y, 
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Enomoto Y, Nakayama N, Nakamura S, Shimazawa 

M, Iwama T, Hara H: Nafamostat protects against early 

brain injury after subarachnoid hemorrhage in mice. J 

Pharmacol Sci 148: 65-72, 2022 

2) Yoshimoto T, Yamagami H, Sakai N, Toyoda K, 

Hashimoto Y, Hirano T, Iwama T, Goto R, Kimura K, 

Kuroda S, Matsumaru Y, Miyamoto S, Ogasawara K, 

Okada Y, Shiokawa Y, Takagi Y, Tominaga T, Uno M, 

Yoshimura S, Ohara N, Imamura H, Sakai C: Impact of 

COVID-19 on the volume of acute stroke admissions: A 

nationwide survey in Japan. Neurol Med Chir (Tokyo) 62: 

369-376, 2022 

3) Yamada T, Enomoto Y, Egashira Y, Iwama T: Use of 

a flow diverter with antegrade-retrograde coil 

embolization for an unruptured persistent primitive 

trigeminal artery aneurysm. Interdisciplinary 

Neurosurgery: Advanced Techniques and Case 

Management. 2022, 27, 101447. 

2. 学会発表 

1) Iwama T: Surgical treatment of complicated 

cerebrovascular diseases. The 40th Annual Spring Meeting 

of the Korean Neurosurgical Society. Changwon (Web), 

2022.4.21-23 

2) Enomoto Y, Egashira Y, Matsubara H, Shoda K, Iwama 

T: Platelet reactivity predicts subacute flow-diverter 

thrombosis. The 16th Congress of World Federation of 

Interventional and Therapeutic Neuroradiology 

(WFITN2022). Kyoto (Web), 2022.8.21-25 

3) Matsubara H, Enomoto Y, Kinoshita T, Egashira Y, 

Iwama T: Carotid artery stenting with flow reversal system 

using the Mo.Ma Ultra, a proximal embolic protection 

device. The 16th Congress of World Federation of 

Interventional and Therapeutic Neuroradiology 

(WFITN2022). Kyoto (Web), 2022.8.21-25 

4) Egashira Y, Enomoto Y, Matsubara H, Iwama T: How I 

do it: combined bypass procedure for adult moyamoya 

disease with maximal consideration of cosmetic aspects. 

10th European-Japanese Cerebrovascular Congress. Kyoto 

(Web), 2022.11.13-16 

5) 榎本由貴子, 江頭裕介, 庄田健二, 水谷大佑子, 岩

間 亨: 術前血小板反応性検査はフローダイバーター留

置術後の遅発性血栓性閉塞を予測しうる. STROKE2022

合同シンポジウム 大阪 （Web）, 2022.3.17-20 

(発表誌名巻号・頁・発行年等も記入) 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3. その他 
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別添４−２ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 研究分担者 宇野昌明 

                      川崎医科大学脳神経外科 教授 

 

研究要旨：脳卒中の急性期診療については日本脳卒中学会を中心に一次脳卒中センターやコ

ア施設を認定するなど、整備を進めている。しかし 2020 年初頭より感染拡大が見られた

COVID-19 の影響で、脳卒中の診療にも変化を来した。当院でも 2020 年の脳卒中センターの

入院患者数は減少し、2021 年、2022 年はさらに減少した。特に脳梗塞と脳出血は大きく減少し

た。治療面でも脳梗塞に対する t-PA 療法（2022 年は 19 症例）は減少したが、2022 年の血栓

回収は 29 例であり、ｔ-PA 施行数より多かった。Door to puncture は 2022 年の中央値で 2021

年より 12 分短縮した。しかし 2022 年の全国の PSC の結果と岡山県のデータを比較すると、t-

PA の実施率（7．8％）は全国平均（6．4％）よりわずかに高かったが、血栓回収施行率は 7.0%で

全国平均（8．0％）より低かった。また血栓回収術の mRS0‐2 の予後良好例が占める割合は

22.2%であり、全国平均（32．6％）より低率であった。今後は PCS の結果をより詳細に検討して、

改善に向けた努力をすべきであると思われた。 

 

Ａ．研究目的 

2020 年初頭より感染拡大が見られた COVID-

19 の影響で、脳卒中の診療(2020 年から

2022 年)がどのように変化を来したかを検討

し、その変化を考察する。また 2022 年の岡山

県の PSC の急性期血行再建による成績を全

国の結果と比較し、改善点を考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

当院脳卒中センターに入院した脳卒中急性期

患者の数(2020年から2022年)をCOVID-19感

染前の 2019 年の 患者数と 比較し た 。 ま た

Primary Stroke Center（PSC）果と岡山県の結

果を比較検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

患者数のみの検討であり、個人情報は全く含

まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 

2020 年から 2022 年の当院脳卒中センターの

入院患者数は減少し、特に感染拡大時に減

少率が高かった。しかし、2022 年の感染者数

は過去 2 年に比較して増加したにも関わら

ず、入院患者（急性期脳卒中:290 症例）の減

少は最小限に留まった。脳卒中のうち脳梗塞

患者（194 症例）と脳出血患者（68 症例）が特

に減少した。 

治療面では 2021 年、20022 年は 2020 年

に比較して t-PA、血栓回収療法とも減少した

が、特に t-PA の実施数（19 症例）が減少した

が、血栓回収術（29 症例）の減少は微減であ

った。また当脳卒中センターでは COVID-19

陽性患者が 2022 年で初めて認められた。 

2022 年の全国の PSC の結果と岡山県のデ

ータを比較すると、t-PA の実施率（7．8％）は

全国平均（6．4％）よりわずかに高かったが、

血栓回収施行率は 7.0%で全国平均（8．0％）

より低かった。また血栓回収術の mRS0‐2 の

予後良好例が占める割合は 22.2%であり、全

国平均（32．6％）より低率であった（表 1）。 

 

考察 

COVID-19蔓延期の脳卒中患者数は減少傾

向にあり、特に軽症患者の受診控えがあると

指摘されている。しかし本邦の TREAT研究で
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はｔ-PA 療法は 6％、機械的血栓回収療法も

23％減少したと報告されている。Yoshimoto ら

の当研究班からの調査結果でも 2020 年脳卒

中入院患者が減少し、この影響は COVID-19

を受け入れている high volume stroke center

において著明であった。またくも膜下出血

（SAH）の COVID-19 感染の影響については

当院も参加して全世界的(37 か国、5571 例)に

調査が行われた。その結果 SAHの入院は前

年より 22.5％減少し、コイル塞栓術は 11.5％

減少した。特に COVID-19 感染者を受け入れ

ている施設ではその減少が著明であった。

SAHについては我々の施設では東京や大阪

に比して COVID-19 感染者の数は少なく、そ

の影響は軽度であった。 

当 SCUセンター入院症例では COVID-19

陽性患者が 2022 年に初めて入院した。また、

当院でも COVID-19陽性患者を受け入れて

いるため、救急が制限された。その結果 2022

年は 2020 年、2021 年よりさらに脳卒中全体の

入院患者は減少し、t-PA、血管内血栓回収術

も減少した。 

岡山県の PSC での血栓回収術の施行率が

全国より低く、かつ予後良好率が低いことは患

者の受け入れ態勢や Door to puncture の時

間短縮など多くの課題を残していると考える。

今後は PCS の結果をより詳細に検討して、改

善に向けた努力をすべきであると思われた。 

 

Ｅ．結論 

COVID-19 感染により脳卒中入院患者が減少

した。岡山県の PSC 報告をより詳細に検討し

改善に向けた努力をすべきであると思われ

た。 

 

Ｆ．研究発表 

 1. 論文発表 

Yoshimoto T, Uno M et al.: Impact of 

COVID-19 on the volume of acute stroke 

admission: A Nationwide Survey in Japan. 

Neurol Med Chir (Tokyo): 62:369-376, 2022  

 

2. 学会発表 

なし 

(発表誌名巻号・頁・発行年等も記入) 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3. その他 

 なし 

 

 

表１   ２０２２年 1〜12月の岡山県 PSC 認定施設のデータ集計 

 

岡山県下の PSC13施設に入院した脳梗塞 3050 例 

 岡山県 全国平均 

rt-PA静注療法実施率（実施件数/急性期脳梗塞症例数） 7.8% 6.4% 

 同 3 カ月後の mRS0-2 の割合 43.3% 43.8% 

機械的血栓回収療法実施率（実施件数/急性期脳梗塞症例数） 7.0% 8.0% 

 同 3 カ月後の mRS0-2 の割合 22.2% 32.6% 
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別添４−３ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 小笠原 邦昭 岩手医科大学 脳神経外科 教授 

 

研究要旨  

岩手県における脳卒中診療体制を収集したとともに岩手県において、2019 年から 2021 年に

入院加療した急性期脳卒中患者を対象とし、COVID-19 の影響を明らかにする目的でアンケー

ト形式収集した。2019 年度当時は各２次医療圏に必ず１つ、計１１の PSC が存在したが、2020

年からは釜石医療圏と気仙医療圏を合圏させ、気仙医療圏にある PSC である県立大船渡病院

に脳卒中急性期患者を集約することとした。これら 10 施設では、すべて COVID-19 患者を外

部施設から入院受け入れを行いつつ脳卒中を含む救急患者の受け入れを行っていた。このた

め、全 PSC で院内クラスター等の発生で、少なくとも 1 週間程度受け入れを停止した。発症７日

以内の全急性期脳卒中の入院数、rt-PA 静注療法件数、機械的血栓回収療法件数および観

血的手術は経時的に増加していた。また、rt-PA 静注療法および機械的血栓回収療法におけ

る治療成績も経時的に改善していた。rt-PA 静注療法および機械的血栓回収療法における

Door to puncture も短縮していた。開頭も含む脳卒中に対する観血的手術も経時的に増加して

いた。以上より、コロナ禍にも拘わらず PSC としての院内急性期脳卒中診療体制が整っていく

にしたがって、治療成績も向上していった。 

 

Ａ．研究目的 

脳卒中の約 80%を占める虚血性脳卒中の

急性期診療において患者の転帰を改善するこ

とが科学的に示され、海外および本邦のガイド

ラインで実施することが強く勧められている rt-

PA 静注療法（以下 IV tPA）と機械的血栓回

収療法（以下MT）は、発症からできるだけ早く

実施することにより患者の転帰が改善すること

が明らかになっている。本研究では、日本脳

卒中学会（以下 JSS）が IV tPA を常時提供す

る一次脳卒中センター（以下 PSC）の認定を開

始することにより、脳卒中急性期の診療実態が

どう変化したかを明らかにするため、JSS およ

び日本脳神経外科学会（以下 JNS）、日本脳

神経血管内治療学会（以下 JSNET）などの関

連学会と連携し、脳卒中の急性期診療を担う

医療機関を対象に治療実績を継続して調査を

することを主な目標として発足した。研究班発

足の直前、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が国内でも急速に拡散し、脳卒

中急性期診療に大きな影響が及んだ。 

一方、岩手県は四国とほぼ同じ面積を持

ち、しかも医師偏在指数は全国最下位であり、

この中で脳卒中診療体制を維持あるいは発展

させるためには多大なる工夫を要する。 

本研究では岩手県の特徴と医療事情を考

慮しつつ、急性期脳卒中診療体制への

COVID-19 の影響と診療実績を収集し、PSC

認定開始と合わせ、今後の急性期脳卒中医

療の実施体制と治療の充実に資する指針を検

討し、その安全性、有効性、効率性の観点か

ら検証を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

１．岩手県における脳卒中診療体制を収集し

た。２．岩手県において、2019 年から 2021 年

に入院加療した急性期脳卒中患者を対象と

し、COVID-19 の影響を明らかにする目的で

項目を設定して必要な情報をアンケート形式

で収集した。 

（倫理面への配慮） 

今回は各施設へのアンケート調査であり、個

人情報は入っていないことから、倫理委員会

からは審査不要とされた。 

 

Ｃ．研究結果 

１．岩手県における脳卒中診療体制 

2019 年度当時は各２次医療圏に必ず１つ、
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計１１の PSC が存在したが、2020 年からは釜

石医療圏と気仙医療圏を合圏させ、気仙医療

圏にある PSC である県立大船渡病院に脳卒

中急性期患者を集約することとした。以後

2021 年まで 10 つの PSC は不変であるが、人

口の最も多い盛岡医療圏に３つの PSC がある

が、他の２次医療圏は１つのみの PSC で脳卒

中急性期医療が運用されている。 

２．岩手県において、2019 年から 2021 年に入

院加療した急性期脳卒中患者の解析 

岩手県内にある PSC１０施設の全施設から

回答を得た。これら 10 施設では、すべて

COVID-19 患者を外部施設から入院受け入

れを行いつつ脳卒中を含む救急患者の受け

入れを行っていた。このため、全 PSC で院内

クラスター等の発生で、少なくとも 1 週間程度

受け入れを停止した。 

発症７日以内の全急性期脳卒中の入院数

は 2019 年 2118件、2020 年 3511 件、2021

年 3626件と 2019 年から 2020 年にかけて急

増し、その後も増え続けていた。疾患別では、

脳梗塞は 2019 年 1373件、2020 年 2338件、

2021 年 2390 件、脳内出血は 2019 年 495

件、2020 年 808件、2021 年 844件、くも膜下

出血は 2019 年 185件、2020 年 277件、2021

年 364件とすべての疾患で経時的に増加して

いた。 

rt-PA 静注療法は 2019 年 101 件、2020 年

１２２件、2021 年１55件と２年間で 1.5 倍に増

加していた。機械的血栓回収療法は 2019 年

124件、2020 年 168件、2021 年 210 件と２年

間でこれも 2倍近くに増加していた。 

rt-PA 静注療法における３か月後の mRS0-

2 の割合は、2019 年 33%、2020 年 22%、2021

年 44%と一時低下したが、2021 年には改善し

ていた。rt-PA 静注療法における３か月後の

死亡の割合は、2019 年 6%、2020 年 7%、2021

年 5%と不変であった。 

機械的血栓回収療法における３か月後の

mRS0-2 の割合は、2019 年 21%、2020 年

32%、2021 年 30%と改善していた。機械的血栓

回収療法における３か月後の死亡の割合は、

2019 年 22%、2020 年 17%、2021 年 16%と減少

していった。 

 rt-PA 静注療法における Door to puncture

の中央値(分)は 2020 年からしかデータはない

が、2020 年 61 分、2021 年６２分と不変であっ

た。一方、機械的血栓回収療法における Door 

to punctureの中央値(分)は 2020 年からしか

データはないが、2020 年 71 分、2021 年 50

分と短縮していた。 

開頭も含む脳卒中に対する観血的手術は、

2019 年 249 件、2020 年 300 件、2021 年 405

件と急増していた。 

  

Ｄ. 考察 

今回の結果は、岩手県では盛岡医療圏を

除き、各２次医療圏には１つしか PSC がなく、

しかもこれらの PSC となっている施設は

COVID-19 患者を外部施設から入院受け入

れを行っているにもかかわらず、発症７日以内

の全急性期脳卒中の入院数、rt-PA 静注療

法件数、機械的血栓回収療法件数および観

血的手術は経時的に増加していた。また、

PSC としての院内急性期脳卒中診療体制が

整っていくにしたがって、治療成績も向上して

いった。 

上記はまた、PSC としての院内急性期脳卒

中診療体制整備として、COVID-19禍にもか

かわらず沿岸および県央に血管内治療専門

医あるいは血栓回収認定施行医を配置し続け

た結果と考えられる。 

しかし、すべての PSC において、オミクロン

株の流行とともに院内クラスターが発生し、1

週間程度受け入れを停止した。脳卒中の発生

頻度が高い冬季間においては、風雪のためド

クターヘリが使用できず、搬送は陸路に頼らざ

るを得ない。東日本大震災以降県内、特に沿

岸は陸路が整備された。しかし、１つの２次医

療圏の PSC が脳卒中急性期患者の受け入れ

をできなくなると、近隣の PSC同志の距離が

大きい岩手県においては、患者の搬送に影響

を与えたことは否めない。今後新型コロナウイ

ルス感染症のような新興感染症発生の際に、

各 PSC における脳卒中患者受け入れをスム

ーズにし、治療成績を上げるためには遠隔医

療を含めた ICTの活用が必須と思われる。 

 

Ｅ．結論 

岩手県では盛岡医療圏を除き、各２次医療

圏には１つしか PSC がなく、しかもこれらの

PSC となっている施設は COVID-19 患者を外

部施設から入院受け入れを行っているにもか

かわらず、発症７日以内の全急性期脳卒中の

入院数、rt-PA 静注療法件数、機械的血栓回

収療法件数および観血的手術は経時的に増
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加していた。また、PSC としての院内急性期脳

卒中診療体制が整っていくにしたがって、治

療成績も向上していった。しかし、今後新型コ

ロナウイルス感染症のような新興感染症発生

の際に、各 PSC における脳卒中患者受け入

れをスムーズにし、治療成績を上げるためには

遠隔医療を含めた ICTの活用が必須と思わ

れる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

(発表誌名巻号・頁・発行年等も記入) 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 

 2. 実用新案登録 

なし 

 

 3. その他 

  なし 
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別添４−４ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 岡田 靖（九州医療センター・脳血管・神経内科・副院長） 

東 英司（九州医療センター・脳血管内治療科） 

研究要旨 

 2019 年より新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が流行を来し、救急医療体制に大きく影

響したが、同時期に「脳卒中と循環器病克服 5 ヵ年計画」に従って脳卒中診療の均てん化を目

指し、日本脳卒中学会により一次脳卒中センター（Primary Stroke Center, 以下 PSC）が本邦

で認定された。これらが福岡県の二次医療圏における脳卒中急性期診療にどのように影響を与

え、変化したのかを検証した。「脳卒中の急性期診療体制の変革に係る実態把握及び有効性

等の検証のための研究」において、2019 年 1 月〜2021 年 12 月の期間のデータを収集できた

福岡県内の急性期医療 55 施設を対象とした。福岡県の二次医療圏 13 か所を人口に応じて、

大規模（30 万人以上）、中規模（15 万人以上 30 万人未満）、小規模（15 万人未満）二次医療

圏の 3 群に分類し、それぞれの 3 年間の PSC の変化、rt-PA投与数、機械的血栓回収療法

（mechanical thrombectomy, 以下 MT）の施行数の推移を検討した。 

 検証の結果、全二次医療圏の PSCは 2020 年 47施設から 2022 年には小規模二次医療圏

で 1 施設増加し 48施設となった。それに伴い小規模二次医療圏では rt-PA投与数は 3 年間

で 20％増加し、rt-PA の均てん化が得られた。中規模・大規模二次医療圏では PSC数に変化

はなかったが、3 年間で rt-PAは減少、MTは増加の傾向があった。特に中規模二次医療圏で

の変化は顕著であり、MTは中規模二次医療圏でも可能な状態に普及し、人口 10 万人当たり

の実施数は大規模二次医療圏に近いものとなった。 

 

Ａ．研究目的 

 COVID-19 の発生、流行は、日本の医療体

制に大きな影響を与えた。COVID-19蔓延下

で日本の脳卒中入院患者数は減少しており、

その要因として、「受診控え」や「受け入れ困

難」例の増加があると推察された。それと時期

を同じくして脳卒中診療の均てん化を目指し、

「脳卒中と循環器病克服 5 ヵ年計画」に従っ

て、一次脳卒中センター（Primary Stroke 

Center, 以下 PSC）が 2019 年から日本脳卒

中学会により本邦で認定された。 

本研究の目的は、COVID-19 流行下であっ

た 3 年間において、福岡県の脳卒中医療体

制がどのように変化したのか、また PSC の認

定がどのように影響したのか明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

「脳卒中の急性期診療体制の変革に係る実

態把握及び有効性等の検証のための研究」に

おいて、2019年1月〜2021年12月の3年間の

データを収集することができた福岡県内の急

性期医療55施設の急性期脳卒中症例を対象

とした。福岡県の二次医療圏13か所を人口に

応じて、大規模（30万人以上；福岡・糸島、北

九州、久留米、筑紫）、中規模（15万人以上30

万人未満；粕屋、有明、京築、飯塚、宗像）、小

規模（15万人未満；八女・筑後、田川、直方・鞍

手、朝倉）二次医療圏の3群に分類し、それぞ

れの3年間のPSCの変化、rt-PA投与数、機械

的血栓回収療法（以下MT）施行数の推移を検

討した。 

 

（倫理面への配慮） 

アンケート結果に基づいた治療実績の検討で

あり問題なし。 

 

Ｃ．研究結果 

 福岡県全体では、調査期間の 3 年間で rt-

PAは減少(29%減少)、MTは増加(15%増加)し

ており、2021 年にその数は逆転していた(rt-

PA 736 件、MT 825件)。PSCは 47施設から

48施設に増加していた。 



 

 25 

＜小規模二次医療圏＞直方・鞍手保険医療

圏以外では PSC を 1～2 か所有し、rt-PA が

可能であった。田川医療圏ではＰSC が 1 施

設増加し、rt-PAは 0 から 10件に増加した。

小規模医療圏ではMTはいずれにおいても

行われていなかった。 

＜中規模二次医療圏＞中規模医療圏ではい

ずれの医療圏でも rt-PAは減少し、期間中で

40.9%減少していた。MTは福岡市に近接する

粕屋医療圏を除く 4医療圏で 26～50％増加

し、人口 10 万人当たりの施行数は大規模二

次医療圏に近いものとなった。3 群の中で変

動が最も大きかった。 

＜大規模二次医療圏＞中規模医療圏ほど変

動の幅はないが、同様に rt-PA減少、MT増

加の傾向であった。 

 大規模医療圏・中規模医療圏で MTが増加

傾向にあるが、各医療圏における脳神経血管

内治療専門医の分布をみると、大規模医療圏

では人口 10 万人当たり 2.05～2.64人に対

し、中規模医療圏では 0～1.14人と約半数で

あった。 

 

Ｄ. 考察 

居住する地域にかかわらず等しく脳卒中医

療を受けることができるようにするといった医療

の均てん化をめざして、2019 年より日本脳卒

中学会が PSC の認定を開始した。福岡県で

は調査期間中に田川保険医療圏で 1 施設増

加し、それに伴い 2019 年には rt-PA が 0件

であった同医療圏は 2021 年には 10件に増

加した。PSCは設立の目的のように、医療体

制が不十分であった小規模二次医療圏にお

ける脳卒中医療の向上と均てん化に寄与して

いると考えられた。 

一方、中規模二次医療圏および大規模二

次医療圏では rt-PAは減少し、MTは増加し

ており、特に中規模医療圏でその傾向が強か

った。rt-PA減少の要因として COVID-19 に

よる軽症の超急性期脳卒中の受診控えや、

PSCは地域の中核病院であることが多いため

COVID-19 診療も並行して行っており、搬送

遅れにつながったことなどが推察される。MT

の増加に関しては、治療適応の拡大のエビデ

ンスの確立に加え、PSC 間での連携が進み、

迅速に MTを実施できる体制が構築されつつ

あるためと考えられた。 

中規模二次医療圏で MTの増加が目立つ

が、大規模二次医療圏と比較して、人口当たり

の血管内治療専門医数は半数以下であった。

中規模二次医療圏の治療数の増加は、一部

の施設・専門医に大きく依存している実態が判

明し、医療の人的資源の均てん化に向けた今

後の課題と考えられた。 

 

Ｅ．結論 

福岡県の二次医療圏ごとの 3 年間の分析で

は、小規模二次医療圏では PSC の認定により

rt-PA増加の傾向にあった。大規模・中規模

二次医療圏ではMTは増加し、特に中規模二

次医療圏でその傾向が顕著であった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3. その他 

なし 
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PSCとrt-PA
15万⼈未満15〜30万⼈⼈⼝30万⼈以上

朝倉直⽅・鞍⼿⽥川⼋⼥・筑後宗像飯塚京築有明粕屋筑紫久留⽶北九州福岡・⽷島
81,763104,741117,958129,404164,128174,715183,302211,617292,856439,695452,9861,070,7801,711,269⼈⼝
101221232341214PSC2020
102221232341313PSC2022

140011353339192882131249267rt-PA 2019
7010132325882750111258196rt-PA 2021
50.00--118.1865.7175.7620.5142.1196.4360.9884.73103.6173.412019→2021

増加率(%) 120.0%59.1%84.4％

MT
15万⼈未満15〜30万⼈⼈⼝30万⼈以上

朝倉直⽅・鞍⼿⽥川⼋⼥・筑後宗像飯塚京築有明粕屋筑紫久留⽶北九州福岡・⽷島
000019234819156265223239MT2019
000024307224135579213315MT2021

0.000.000.000.0014.6217.1739.2811.344.4412.5117.4419.8918.41MT
(⼈⼝10万対)

126.32130.43150.00126.3286.6788.71121.5495.52131.80
増加率(%)

131.5%112.4%

2019年（pandemic前）と2021年のt-PAおよびMT実施件数の変化

2022年 ⾎管内治療専⾨医の⼆次医療圏分布とMT実施例数(⼈⼝10万対)

15万⼈未満15〜30万⼈⼈⼝30万⼈以上

朝倉直⽅・鞍⼿⽥川⼋⼥・筑後宗像飯塚京築有明粕屋筑紫久留⽶北九州福岡・⽷島

0.000.000.000.0014.6217.1739.2811.344.4412.5117.4419.8918.41MT
(⼈⼝10万対)

0.000.000.000.000.001.140.000.950.342.272.652.052.16⾎管内治療専⾨医
(⼈⼝10万対)
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別添４−５ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （木村和美・日本医科大学・脳神経内科学分野・大学院教授） 

 

研究要旨 

東京 23 区と多摩地区の脳卒中急性期診療体制の違いを明らかにし、問題点を検討した。IVT

施行率は両地区で同程度行われているが、EVT 施行率は２３区の方が多く施行されていること

がわかった。人的資源としては、JSS 専門医、JSNET 専門医どちらも、多摩地区と比べて２３区の

方が人口比として圧倒的に多い事がわかった。PSC も、人口比として２３区で多い事がわかっ

た。PSC 数と専門医数は IVT 施行率に影響しないが、EVT 施行率には影響する可能性が示唆

された。 

 

Ａ．研究目的 

東京都は、23 区と多摩地区で、人口が 957 万

人と 419 万人、老年人口（65 歳以上）が 204

万人と 107 万人とそれぞれ 23 区は多摩地区

の 2 倍の人口となっており、平均年齢は 45.07

歳と 46.79 歳と多摩地区がわずかに高い状況

となっている。このような背景下において、23

区と多摩地区の脳卒中診療体制の実情は今

まで明らかにされていない。本研究で両地域

の脳卒中急性期診療体制を明らかにすること

により、今後の課題を示すのが目的である。 

 

Ｂ．研究方法 

東京都のPSC認定施設から得た2019-2021年

度(３年間)の脳卒中診療実績報告を、23区と多

摩地区に分け、それぞれの地区において、急

性期脳卒中(AIS)症例数、脳梗塞(CI)症例数、

機械的血栓回収療法(EVT)施行症例数、rt-

PA静注(IVT)単独施行症例数、日本脳卒中学

会（JSS）専門医数、日本脳神経血管内治療学

会（JSNET）専門医(指導医含む)数、PSC数を

比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

データは全て個人情報がない状態で匿名化さ

れたものを使用した。 

 

Ｃ．研究結果 

以下の項目において、多摩地区、東京２３区、

多摩地区との比率をそれぞれ示す。 

①人口(人)：419 万、957 万、2.28 

②AIS（３年合算）：20427、53941、2.64 

③CI（同上）：13647、36466、2.67 

④EVT（同上）：1012、3147、3.11 

⑤I V T（同上）：1081、2366、2.19 

⑥JSS 専門医（3 年平均）：54.3、293、5.40 

⑦JSNET 専門医（同上）：27.7、139.7、5.04 

⑧PSC（同上）：15.3、58.3、3.81 

結果、転帰を表に示す。 

 

Ｄ. 考察 

IVT 施行率は両地区で同程度行われている

が、EVT 施行率は２３区の方が多く施行されて

いることがわかった。人的資源としては、JSS 専

門医、JSNET 専門医どちらも、多摩地区と比

べて２３区の方が人口比として圧倒的に多い

事がわかった。PSC も、人口比として２３区で

多い事がわかった。PSC 数と専門医数は IVT

施行率に影響しないが、EVT 施行率には影

響する可能性が示唆された。 

 

Ｅ．結論 

23 区では多摩地区と比べて、人口比で見る

と、PSC 数も JSS/JSNET 専門医数も多かっ

た。２３区で EVT 施行率は高かったが、IVT

施行率は同程度であった。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 
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無し。 

2. 学会発表 

無し。 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 

無し。 

 2. 実用新案登録 

無し。 

 3. その他 

無し。 

 

 

表  

 23 区 多摩地区 

人口 957 万人 419 万人 

急性期脳卒中（発症７日以内）合計(2019-2021) 53941 20427 

脳梗塞（発症７日以内）(2019-2021) 36466 13647 

rt-PA静注療法単独(2019-2021) 2366 1081 

同 3 ヵ月後 mRS 0-2(2019-2021) 1136 441 

同 3 ヵ月までの死亡(2019-2021) 158 89 

機械的血栓回収療法（tPA 事前投与も含む）(2019-2021) 3147 1012 

同 3 ヵ月後 mRS 0-2(2019-2021) 1048 297 

同 3 ヵ月までの死亡(2019-2021) 417 115 

日本脳卒中学会 専門医（合計）3 年平均 293 54.3 

日本脳神経血管内治療学会 指導医も含む専門医 3 年平均 139.7 27.7 

PSC 数 3 年平均 58.3 15.3 
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別添４−６ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （黒田 敏・富山大学・学術研究部医学系・教授） 

 

研究要旨 

富山県におけるくも膜下出血の疫学、治療、予後について富山県脳卒中悉皆データベース

TOY STORE を用いて解析した。富山県の人口動態、生活形態がくも膜下出血の疫学に影響し

ている可能性が示唆された。くも膜下出血の予後を改善するには今後も不断の努力が必要であ

る。 

 

Ａ．研究目的 

2014 年から富山県全域で実施している脳卒中悉

皆調査のデータベース（Toyama Stroke Registry; 

TOY STORE）から、今回は 2014〜2021 年のくも

膜下出血の患者データを抽出して、富山県におけ

るくも膜下出血の動向を調査した。 

 

Ｂ．研究方法 

TOY STORE は、富山県内の急性期脳卒中病院

を VPN 回線で繋いで、脳卒中患者全ての臨床デ

ータを収集、構築したデータベースである。2014〜

2021 年に収集された脳卒中患者数は 21,111 例

で、そのうち、くも膜下出血と診断された症例を対

象とした。 

その年齢、性別、発症前の modified Rankin  

scale (mRS)、動脈瘤の形態、部位、治療方法、退

院時の mRS などについて調査した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、研究担当医師は、患者から本研究

への参加の同意を得る際に、同意文書を用いて口

頭で患者あるいは代諾者に十分説明した。同意を

得た場合には、同意文書に患者あるいは代諾者、

説明を行なった研究担当医師が自筆による署名を

行なった。患者本人が意識障害などのために判断

能力がないと考えられる場合、利き手の麻痺など

のために署名することが困難な場合、患者が未成

年である場合、代諾者（研究対象者の配偶者、成

人の子、父母等の近親者）の同意と署名を代行し

た。同意文書は、原本を医療機関が保管し、コピ

ーを患者あるいは代諾者に渡した。 

本研究では、匿名化されたデータの収集と分析

を行なったが、個人情報との連結が可能である。

そこで、本研究に携わる関係者は患者の個人情報

の保護に最大限の努力を払う必要があり、データ

ベースに蓄積された情報をデータベースから収集

して分析する際には、カルテ IDを本研究用番号

に、生年月日を年齢に置き換えることによって連結

可能匿名化した。その際は、富山大学臨床・疫学

研究等に関する倫理審査委員会が定めた「人を対

象とした医学系研究における対応表管理規定」

（平成 26年 1月 27 日承認）に準拠して、対応表

を作成して適切に管理した。データベースの個人

情報管理責任者は研究事務局および全体管理者

である。また、研究結果を公表する際には、プライ

バシーの保護に十分に注意し、連結が不可能な

匿名化を行なうことを義務付けている。 

本研究は日常診療による観察研究であり、本研

究に伴う対象者の健康被害は発生しないと考えら

れる。本研究は、各参加施設における倫理審査委

員会で承認されている。 

 

Ｃ．研究結果 

 2014〜2021 年に TOY STORE データベースに

登録されたくも膜下出血患者は 1,001 例であっ

た。男性 289例、女性 712 例、年齢 22〜99 歳（平

均 66.9±14.9 歳）であった。 

 発症前の mRS は、mRS 0 が 790 例、mRS 1 が

101 例、mRS 2 が 46例、mRS 3が 29例、mRS 4

が 22 例、mRS 5が 12 例であった。 

 破裂脳動脈瘤が特定されたのは 753例（75％）

で、そのうち嚢状動脈瘤は 720 例、解離性動脈瘤

が 33例であった。嚢状動脈瘤の部位は、内頚動

脈 217例、中大脳動脈 200 例、前交通動脈 162

例、前大脳動脈 69例、椎骨動脈 17例、脳底動

脈 40 例、その他 13例で、圧倒的に前方循環に

多かった。一方、解離性動脈瘤の部位は、内頚動
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脈 5例、中大脳動脈 1 例、前大脳動脈 1 例、椎

骨動脈 14 例、脳底動脈 6例、後大脳動脈 2 例、

その他 4 例で、前方循環よりも後方循環に多かっ

た。 

 治療オプションの内訳は、嚢状動脈瘤では開頭

手術 366 件（クリッピング術 355 件、その他 11

件）、血管内治療 339 件（コイル塞栓術 291件、ス

テント併用コイル塞栓術 18 件、その他 30件）であ

った。開頭手術、血管内治療の比率はほぼ 50：50

で、この傾向は 2014〜2021 年にかけて変化なか

った。脳動脈瘤の部位ごとに検討すると、内頚動

脈瘤では開頭手術(C) 79 件、血管内治療(E) 102

件、中大脳動脈瘤では C 124件、E 28 件、前交

通動脈瘤では C 53 件、E 74件、前大脳動脈では

C 36 件、E 21件、椎骨脳底動脈では C 4件、E 

40件で、脳動脈瘤の部位によって選択される治療

オプションが大きく変わっていた。一方、解離性動

脈瘤では C 4件、E 15 件で、嚢状動脈瘤と比較し

て血管内治療が多く選択されていた。 

 退院時の mRS は、mRS 0 が 224 例、mRS 1 が

133例、mRS 2 が 96例、mRS 3が 66例、mRS 4

が 120 例、mRS 5が 104 例、mRS 6が 257例であ

った。退院先は、自宅 337例、院内転科 13例、転

院 371 例、入所 10 例、不明 17例であった。 

 

Ｄ. 考察 

今回、われわれは富山県脳卒中悉皆データベー

ス TOY STORE を用いて、2014〜2021 年におけ

るくも膜下出血 1,001 例の疫学、治療、予後など

のデータを解析した。その結果、過去の国内での

疫学調査で報告されている男女比（1：2）よりも、富

山県では女性の比率が高いことが判明した（1：

2.5）。過去の疫学調査でも、1950 年代から 1980

年代にかけて、男性に比べて女性の年齢死亡率

が倍増しており、女性の生活形態の変化が影響し

ていると推測されている（岡本和士，大野良之，加

藤孝之.わが国におけるくも膜下出血死亡の記述

疫学特性.厚生の指標 1992;39:34-43）。したがっ

て、共稼ぎの比率が高い富山県の実態を反映した

結果なのかもしれない。 

今回の調査では、くも膜下出血患者の平均年齢

は 66.9 歳であり、最近の国内での調査で報告され

た 63 歳よりも高齢であった（Ikawa F et al. 

Neurosurg Rev 43:655-667, 2020; Kurogi R et al. 

J Neurosurg 134:929-939, 2020）。これも高齢化率

が国内でも最も高い富山県の特徴なのかもしれな

い。 

破裂脳動脈瘤が特定された症例は全体の 75％

に過ぎず、その他の 25％の症例は重症のため検

査も実施できなかった可能性が高い。事実、死亡

退院が 25％あまりを占めている点とよく符合してい

る。 

脳動脈瘤の部位についてはこれまでの統計と大

きく変わることはなく、その部位に応じた治療選択

も国内の趨勢と大きく異ならないと考えられた。 

くも膜下出血の予後を決定する因子として、発症

時の重症度、脳血管攣縮などが挙げられている。

2022 年に脳血管攣縮に対する新たな治療薬が認

可されたことから、今後のくも膜下出血の治療成績

が国内で改善されるかどうか、注視する必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

 富山県におけるくも膜下出血の疫学、治療、予

後について富山県脳卒中悉皆データベース TOY 

STORE を用いて解析した。 

 富山県の人口動態、生活形態がくも膜下出血の

疫学に影響している可能性が示唆された。くも膜

下出血の予後を改善するには今後も不断の努力

が必要である。 
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分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

 

地理情報を用いた脳血栓回収療法の患者搬送シミュレーション 

 

研究分担者  後藤 励 慶應義塾大学経営管理研究科 教授 

研究協力者 山崎 文平 慶應義塾大学健康マネジメント研究科 博士課程 

 

研究要旨 

国内の脳梗塞の発症率の疫学調査結果および、脳血栓回収療法の適応となる患者割合に関

するデータより兵庫県での年間の新規発症患者数を推計する。推計結果を、地理情報システム

（GIS : Geographic Information System）を用いて施設の受け入れ容量を考慮した上で最寄りの

血栓回収療法が可能な施設への患者の搬送シミュレーションを行った。その結果、実際の患者

受入の状況を概ね再現可能であることが分かった。本シミュレーション結果を用いて、供給体制

の変化が患者搬送に及ぼす影響等を試算し、政策決定に情報を提供することが可能となる。 

 

Ａ．研究目的 
 
本研究は、国内の脳梗塞の発症率の疫学

調査結果および、脳血栓回収療法の適応と

なる患者割合に関するデータより兵庫県で

の年間の新規発症患者数を推計する。推計

結果を、地理情報システム（GIS : 
Geographic Information System）を用い
て施設の受け入れ容量を考慮した上で最寄

りの血栓回収療法が可能な施設への患者の

搬送シミュレーションを行う。結果を実際

の治療数と照合し、シミュレーションの妥

当性を検証することとした。 
 
Ｂ．研究方法 
 
血栓回収療法の適応となる患者数の推計に

は、国立社会保障・人口問題研究所が 2018
年に公表している 2020 年の兵庫県市区町
村別の男女・年齢 5 歳階級別推計人口デー
タを使用した。脳梗塞の発症率には、岩手県

での 10年間の疫学調査結果を用いた(1)。年
齢階級別の発症率を市区町村ごとの年齢階

級別人口に掛け合わせることにより脳梗塞

の発症数を予測した。これらの発症予測数

には、血栓回収療法適応外の症例も含まれ

る為、脳梗塞患者のうち血栓回収療法の適

応となる患者数の推計には米国から出され

ている論文からの数値を引用した(2) (3)。基
本となる地図情報は、e-Stat 内の統計 GIS
より 1km四方のメッシュを使用した。対象
地域の 1km四方のメッシュデータごとの人
口に比例するように R を用いてランダムに
脳血栓回収療法適応となる患者数を決定し、

同試行を 100 回行いデータセットを作成し
た。GIS を用いた解析には Arc GIS Pro 
3.0(Esri 社 )と、その拡張機能である
Network AnalystおよびArc GIS Geo Suite
道路網 2022 を使用した。解析には、
Network Analyst 内のロケーションアロケ
ーション機能を用い、カバー容量の最大化

モードを使用した。カバー容量の最大化モ

ードでは、詳細な患者の発生位置を地図上

に指定することが困難な為、便宜上、各 1ｋ
ｍ四方メッシュの重心位置に患者を発生さ

せることとした。血栓回収療法施行施設は

2021 年 PSC 認定施設のうち症例報告のあ
った施設に限定し、ArcGISの地図上に登録

した。発生させた患者ポイントから最寄り

の血栓回収療法可能施設までの搬送を各施

設の受け入れ容量を考慮した上で、実際の

道路情報にもとづいてシミュレーションを

行い集計を行った。各搬送先までの所要時

間は 120 分を上限とした。受け入れ容量は
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実績値の 10％ 増とした。また、集約化を見

据え実績値が 5 件以下の施設を除いた場合

でのシミュレーションも行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究では、公表された論文等による集計

データのみを利用した。 
 
Ｃ．研究結果 
 
兵庫県での年間の治療適応患者数の推計値

は 976人、2021年の年間治療数の実績値

は 940人であった為、現状ではすべての患

者を治療することが困難と判断し、各施設

の受け入れ容量を実績値の 10％増とし

た。 
 
① 受入れ容量を 10％増にした場合 
表１は、容量 10％増でシミュレーション

を 100回施行した結果である。搬送数の平

均値は 961 件であった。搬送時間の上限を

120 分に設定した場合、10%増でほぼ受入

れ可能であった。 図１はシミュレーショ

ンのイメージである。 
② 実績値 5 件以下の施設を除き、受

け入れ容量を 10％増にした場合 
表２は、容量 10％増、5 件以下の施設を除

いてシミュレーションを 100回施行した結
果である。搬送数の平均値は 961 件であっ

た。実績値 5 件以下の施設を除外した場合

でも、ほぼ受入れ可能であった。 
 
 
Ｄ. 考察 
 
各施設の受け入れ容量を専門医 1人あたり
10人～20人で設定し、シミュレーション
を行った場合、都市部の施設は専門医数が

多い為、受け入れ容量が実績値を大幅に上

回る結果になった。しかし僻地の施設では

専門医数が少なく、受け入れ容量が実績値

を大幅に下回る結果となった。実際の受け

入れは専門医数だけでなく、ベッドの空き

状況やコメディカルの勤務状況、ERの混

雑状況など複数の因子が関係していると考

えられる。実績値を元に受け入れ容量を設

定することにより、より実態に則したシミ

ュレーションが可能となると考え、10％増

に設定した。20％増でもシミュレーション

を行ったが、全推計患者を搬送することは

不可能であった。これは、兵庫県の中央に

は交通の便が悪い山間部が存在すること、

また瀬戸内海沿岸部には小島が点在し、こ

ちらも同様に交通アクセスが悪いことに起

因している。しかし、既存施設の受け入れ

容量の 10％増で、推計数の 98.4％を搬送
することが可能であった。施設の集約化を

見据え、実績値 5 件以下の施設を除外した

場合でも推計値の 98.4％を搬送可能であっ
た。 
 今後は、容量 10％増した場合の 60 分以

内での搬送シミュレーション、20％増した

場合の 60 分以内での搬送シミュレーショ

ンを行う予定である。また、シミュレーシ

ョン結果から搬送の空白地域を同定する予

定である。今回のモデルを用いて他県での

搬送シミュレーションも実施する予定であ

る。 
 
 
Ｅ．結論 
 
国内の脳梗塞の発症率の疫学調査結果お

よび、脳血栓回収療法の適応となる患者割

合に関するデータより治療に対する需要

を、地理情報システム（GIS : Geographic 
Information System）を用いて施設の受
け入れ容量を考慮した上で最寄りの血栓回

収療法が可能な施設への患者の搬送シミュ

レーションを行った。 
 その結果、実際の患者受入の状況を概ね

再現可能であることが分かった。本シミュ

レーション結果を用いて、供給体制の変化

が患者搬送に及ぼす影響等を試算し、政策

決定に情報を提供することが可能となる。 
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表１．容量 10％増での搬送シミュレーション結果 

 
 
 
 
  

Hospital capacity Trial1 Trial2 Trial3 Trial96 Trial97 Trial98 Trial99 Trial100 Average
Hyogo1 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25
Hyogo2 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35
Hyogo3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
Hyogo4 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26
Hyogo5 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19
Hyogo6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
Hyogo7 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
Hyogo8 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22
Hyogo9 102 34 34 29 36 32 33 32 45 34
Hyogo10 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13
Hyogo11 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44
Hyogo12 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13
Hyogo13 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
Hyogo14 90 90 77 90 90 90 90 90 90 89
Hyogo15 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
Hyogo16 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40
Hyogo17 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29
Hyogo18 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36
Hyogo19 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28
Hyogo20 25 20 24 23 25 21 22 22 22 22
Hyogo21 59 59 59 59 59 59 59 59 59 59
Hyogo22 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
Hyogo23 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
Hyogo24 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17
Hyogo25 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48
Hyogo26 100 100 100 100 100 100 100 100 89 98
Hyogo27 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
Hyogo28 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
Hyogo29 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
Hyogo30 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
Hyogo31 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
Hyogo32 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
Hyogo33 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61
Hyogo34 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
Hyogo35 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23
Hyogo36 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
Hyogo37 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
Hyogo38 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21
Hyogo39 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

1034 963 954 961 970 962 964 964 965 961
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表２．容量 10％増、5 件以下の施設を除いた搬送シミュレーション結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Hospital capacity Trial1 Trial2 Trial3 Trial96 Trial97 Trial98 Trial99 Trial100 Average
Hyogo1 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25
Hyogo2 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35
Hyogo4 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26
Hyogo5 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19
Hyogo6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
Hyogo7 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20
Hyogo8 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22
Hyogo9 102 48 41 42 50 46 47 46 52 46
Hyogo10 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13
Hyogo11 44 44 44 44 44 44 44 44 44 44
Hyogo12 13 13 13 13 13 13 13 13 13 13
Hyogo13 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
Hyogo14 90 90 84 90 90 90 90 90 90 89
Hyogo16 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40
Hyogo17 29 29 29 29 29 29 29 29 29 29
Hyogo18 36 36 36 36 36 36 36 36 36 36
Hyogo19 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28
Hyogo20 25 20 24 23 25 21 22 24 22 22
Hyogo21 59 59 59 59 59 59 59 59 59 59
Hyogo23 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30
Hyogo24 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17
Hyogo25 48 48 48 48 48 48 48 48 48 48
Hyogo26 100 100 100 100 100 100 100 100 96 99
Hyogo27 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
Hyogo28 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
Hyogo29 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
Hyogo30 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
Hyogo32 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7
Hyogo33 61 61 61 61 61 61 61 61 61 61
Hyogo35 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23
Hyogo36 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
Hyogo37 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
Hyogo38 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21
Hyogo39 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

1019 963 954 960 970 962 964 965 965 961
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図１．兵庫県での搬送シミュレーション 

 
図注：緑星印が搬送施設、緑丸印が患者発⽣ポイントを⽰している 
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別添４−８ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

東京都における COVID-19 pandemic が急性期脳卒中診療に与えた影響 

日本脳卒中学会年次報告の分析から 

 

研究分担者  塩川芳昭 杏林大学 脳神経外科 TREAT 研究顧問 

研究協力者 平野照之 杏林大学 脳卒中医学 TREAT 研究代表者 

太田貴裕 都立多摩総合医療センター 脳神経外科 TREAT 主任研究者 

 

研究要旨 

本研究分担者は、東京都多摩地区における COVID-19 pandemic（以下 COVID）による質

的・量的な医療資源の制限と急性期脳卒中診療の状況を把握するため、多施設共同研究

Tokyo-tama-REgistry of Acute endovascular Thrombectomy (TREAT)を行ってきた。本年は、

研究班の主旨に従って日本脳卒中学会年次報告（以下、年次報告）から、① 新興感染症と急

性期脳卒中医療提供、② 日本脳卒中学会脳卒中センター認定と急性期脳卒中医療提供、に

ついて、東京都の 23 区と多摩地区の現状を分析し、東京消防庁の救急搬送資料を参考にそ

の背景を考察した。 

年次報告によれば、東京都の 2019 年から 2021 年の東京都全体/23 区/多摩地区の PSC

施設は 86/70/16、81/65/16、82/67/15、PSC core 施設は 30/26/4、24/21/3、30/23/7 であっ

た。PSC core 施設の施設数の変化は COVIDではなく人的医療資源の減少によるものと思わ

れた。2016年から 2018年の先行班の調査も加えた 2016年以降の全 6年間の急性期脳卒中

医療提供について経静脈的線溶療法（IV tPA）と機械的血栓回収療法（MT）の件数で比較する

と、IV tPA件数は COVID の影響により 2020年以降は減少しており、この傾向は特に 23 区で

顕著であった。これに対して MT件数はむしろ増加傾向にあり、COVID 下の困難な状況でも急

性期脳主幹動脈閉塞症に対する診療が実施されていたことが明らかとなった。東京消防庁の救

急搬送資料によれば、東京都の救急活動時間は COVID により 2020年以降顕著に延長してお

り、特に現場到着時間や病院到着時間の延長が、人口密度が高く、診療施設間の連携が相対

的に未成熟と思われる 23 区における IV tPA件数の減少を来たしたものと推測された。 

 

Ａ．研究目的 

日本脳卒中学会年次報告（以下、年次報

告）をもとに、① 新興感染症と急性期脳卒中

医療提供、② 日本脳卒中学会脳卒中センタ

ー認定と急性期脳卒中医療提供、について、

東京都の多摩地区と 23 区の現状を分析し、

検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

１．研究の種類、デザイン 

2019年～2021年の年次報告資料と、本研

究班の先行班で。2016年～2018年に実施さ

れた同様の集計結果を合わせて後方視的に

解析する 

２．参加施設 

日本脳卒中学会の認定一次脳卒中センタ

ー(PSC)および一次脳卒中センターコア施設

(PSC core)。  

３．対象 

2019年１月から2021年12月までに上記施設

で実施された経静脈的線溶療法（IV tPA）と機

械的血栓回収療法（MT）が行われた症例に、

本研究班の先行班で2016年１月から2018年12

月までに同一治療が行われた症例を合わせて

対象とした。 

４．データ収集方法 

日本脳卒中学会の年次報告として収集した。 

５．データ解析項目 
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 東京都全体と23区、多摩地区における下記

のデータを対象とした。 

・PSC施設数 

・PSC core施設数 

・IV-tPAの治療数 

・MTの治療数 

データの解析に際しては東京消防庁の救急搬

送資料（非公開）を参照した 

（倫理面への配慮） 

本研究は人を対象とする医学系研究ではな

いが、施設名を匿名化し、個人情報の保護に

配慮した。 

 

Ｃ．研究結果 

東京都の2019年から2021年の東京都全体/

23区/多摩地区のPSC施設は 

86/70/16、81/65/16、82/67/15、 

PSC core施設は 

30/26/4、24/21/3、30/23/7であった。 

2016年１月から2021年12月までに上記施設

で実施されたIV tPAは、東京都全体で7379件

であり、23区/多摩地区の内訳は5229/2150件

であった。IV tPAの23区と多摩地区の経年的

変化を図１に示す。 

 

 

 

 

 

図１ 

 
 

同一期間に実施されたMTは、東京都全体

で7540件であり、23区/多摩地区の内訳は559

6/1944件であった。MTの23区と多摩地区の経

年的変化を図2に示す。 

 

図２ 

 
 

東京消防庁の救急搬送資料から2019年以

降の月ごとの救急隊出場件数を折れ線グラフ

で示す（図３）。2022年（グラフ赤）は年間85万

件を越えて過去最多の出場件数となった。 

 

図３  

 
 

同じく東京消防庁の救急搬送資料から2019

年以降の救急活動時間を、それぞれのプロセ

スにおける内容別に色付けした横向き棒グラフ

で示す（図４）。 

 

図４ 

 
 

現場出動時間（出場～現着 青色） 

現場滞在時間（現着～現発 水色） 

医療機関滞在時間（病着～引揚 灰色と白） 

はいずれも経年的に延長しており、2022年

の全体での救急活動時間は1件あたり速報値

で112分53秒であった。 

現場滞在時間の延伸理由は医療機関選定
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に時間を要していること、医療機関滞在時間の

延伸は検査結果待ちおよび転送先選定に時

間を要しているためであった。急性期脳卒中

診療に大きな影響を与える救急車の現場到着

時間の延伸は、上記の理由から出場可能な救

急隊数の減少によるものであった。 

 

Ｄ. 考察 

東京都における2019年から3年間の脳卒中

診療体制の変化として、COVIDの影響が深刻

化した2020年春頃と期を一にしてPSC及び PS

C core施設の減少が特に２３区で顕著に認め

られた。2021年以降は変異株の出現と重症化

症例の減少、感染対策の深化と習熟などの要

因が考えられるが、IV tPAとMTの件数の推移

は乖離しており、PSC施設の減少傾向に対し

てPSC core施設の２０２０年の一過性の減少

後に回復していた。その背景には、困難な状

況下でもIV tPAよりも治療可能時間の長いM

T候補症例を適切に治療可能施設へ搬送する

努力が行われていたことが推測された。詳細を

年次報告から読み取るのは困難であるが、脳

血管内治療医が主と推定される人的医療資源

の減少に対して、少なからぬ施設で人員の再

配置された可能性を示唆するものともいえる。  

引用した東京消防庁の救急搬送資料は、

脳卒中のみならずすべての救急症例を対象と

したものであることを考慮する必要があるが、

COVID が東京都においては現在もなお大き

な影響を与えていることが理解できる。 

東京都の脳卒中救急搬送体制は、tPA の

薬事承認後の 2008年に東京都脳卒中医療

連携協議会（以下、協議会）により提唱された

ものが現在も使用されている。その内容は全

国的にみても特異で、詳細は略すが発症２４

時間以内の軽症～中等症（GCS８以下）症例

を「脳卒中 A選定」として都内１６０カ所程度の

脳卒中急性期医療機関に搬送するもので、

200９年の運用開始から一定の効果をあげて

いたが、経動脈的血栓回収療法の導入には

明らかに不十分であった。２０15年から先述の

協議会に本分担研究者も参加した血管内治

療検討WGが設置され、端末上にも重症の項

目に脳血管内治療が追加され、現在に至って

いる。 

昨年の本班研究では、TREAT 研究から 

①発症→覚知まで有意差はないが長い 

②救急覚知→到着までは有意に長い 

③現着→現発までは有意差なし 

④転送症例は Door-in-Door-out が有意に

長い 

の４点を報告した。今回引用した東京消防

庁の救急搬送資料と合わせて考察すると、①

は資料なく不明、②は更に延伸、③は有意に

延伸、④は転送症例の資料がないため不明、

ということができる。すなわち、2021 年当時の

東京都の脳卒中救急体制の逼迫、患者の病

院受診への忌避感、院内の初期対応や転院

先選定に時間を要している状況が裏付けら

れ、一年経過した現在でもこれらの状況はむし

ろ悪化していることが示された。 

東京都では、従来から救急隊搬送先が決ま

らない場合に地域救急医療センターが並行し

て地域内の救急受け入れ先を調整する方針

を東京ルールとして運用していた（図５ 昨年

の報告資料から再掲）。 

 

図５ 

 
しかしながら COVIDでは結果として IV tPA

件数は減少し続けており（図５）、救急搬送時

間の延長は、この東京ルールすなわち東京全

域でのコーディネーターによる調整が十分に

機能していなかった可能性も考えられる。この

23 区における IV tPA件数の減少は、診療施

設が多数存在するものの施設間の連携が歴

史的に未成熟と思われる 23 区の特性を反映

した要因も推定され、その対応は喫緊の課題

として新たな介入が必要と考えられる。 

 

Ｅ．結論 

日本脳卒中学会年次報告から、COVID禍

の東京都 23 区と多摩地区における PSC およ

び PSC core 施設の認定状況と、IV tPA と MT

の実施件数について分析した。 

IV tPA の減少は、逼迫した脳卒中救急体

制下で治療可能時間内に迅速な患者搬送が

行われていない現状を示している。 
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そのような状況下でもMT が増加傾向にあ

り、その理由として診療現場における連携構築

や IT の活用などの努力が反映した可能性が

ある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

補足 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

1. Inoue M, Ota T, Hara T, Shigeta K, 

Kamiya Y, Arakawa H, Aoki R, Tsuruta W, 

Ichijo M, Kaneko J, Shiokawa Y, Hirano T.. 

An Initial High National Institutes of Health 

Stroke Scale Score and Any Intracranial 

Hemorrhage Are Independent Factors for a 

Poor Outcome in Nonagenarians Treated 

with Thrombectomy for Acute Large Vessel 

Occlusion: The Tokyo/Tama-REgistry of 

Acute Endovascular Thrombectomy 

(TREAT) Study.  

World Neurosurg. 165:e325-330. 2022 

 

2. 学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3. その他 

なし 
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別添４の９ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （髙木康志・国立大学法人徳島大学・脳神経外科・教授） 

 

研究要旨 

2019 年から 2021 年の徳島県内の脳卒中診療体制を調査した。約半数の施設で COVID-19

による診療への影響がみられたが、県内全体の脳卒中診療体制としては、影響を受けておら

ず、病院間の連携が効果的であったと考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

脳卒中急性期医療を担う医療機関におい

て、新型コロナウイルス感染症拡散等に伴う脳

卒中診療体制の変革を調査し、今後の急性期

脳卒中医療の充実に資する指針を検討し、そ

の安全性、有効性、効率性等の検証を行う。 

Ｂ．研究方法 

2019年1月1日から2021年12月31日までの

間、徳島県内で脳卒中急性期の治療を受けた

患者を対象として、診療で得られたデータを収

集・解析することにより脳卒中センター認定お

よび環境の変革に伴う診療体制および施設間

連携体制を評価する。とくに調査期間内に拡

大した新型コロナウイルス感染症に伴う脳卒中

診療体制の変革を調査し、今後の急性期脳卒

中医療の充実に資する指針を検討し、その安

全性、有効性、効率性等の検証を行う。 

データの解析および研究成果の発表・公表

においては、個人を特定できる形としないこと

で倫理面への配慮を行う。 

Ｃ．研究結果 

県内の機械的血栓回収療法施行例は 2019

年が 92例、2020 年が 101例で、2021 年が

100例であり、年度による大きな変化は認めな

かった。県内の機械的血栓回収療法は主に

徳島大学と徳島赤十字病院で施行されてお

り、新型コロナウイルス感染拡大前の 3 年間

（2016年から 2018年）と感染拡大後の 3 年間

（2019 年から 2021 年）を比べると徳島大学で

は 93例から 120例、徳島赤十字病院では 73

例から 86 例と、両病院とも施行件数は増加し

ており、コロナウイルス感染の影響は少なかっ

たと考えられた。県内の t-PA 投与例は 2019

年が 137 例、2020 年が 122例、2021 年が 92

例で、県内の主な病院で年度ごとに少しずつ

減少していた。新型コロナウイルス感染拡大前

の 3 年間（2016年から 2018年）と感染拡大後

の 3 年間（2019 年から 2021 年）を比べると県

内の tPA 投与例は 303例から 351例に増加

しており、コロナウイルス感染拡大の影響は少

なかったと考えられた。以上より超急性期脳梗

塞治療に関しては、コロナウイルス感染拡大前

後で治療件数に大きな変化は見られず、俯瞰

的には影響は少なかったと考えられる。機械

的血栓回収療法に関してはむしろ増加傾向で

あり、適応拡大の効果と考えられた。 

Ｄ. 考察 

新型コロナウイルス感染拡大後は年度別だ

と各病院で影響を受けている印象はあるが、

感染拡大前後の 3 年間で比較すると、超急性

期脳梗塞治療に関しては影響を受けていない

という結果であった。特に機械的血栓回収療

法に関しては、2021 年の脳卒中ガイドラインで

も適応が広がるような推奨文が増えたように、

県内でもコロナウイルス感染に関わらず、症例

数は増加を示した。新型コロナウイルスの影響

を受けた病院を、あまり影響を受けなかった病

院でサポートするという県内の急性期脳卒中

医療が、比較的充実しているという結果であっ

たと思われた。今後も施設間の連携を強化し、

COVID-19 による診療体制への影響が少ない

施設が、影響の多い施設を補助するような救

急診療体制維持が望まれる。 

Ｅ．結論 

徳島県内では新型コロナウイルス感染拡大

前後で、急性期脳卒中の診療体制に大きな影

響はみられなかった。今後も施設間の連携を

強化し、感染による診療体制への影響が少な
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い施設が、影響の多い施設を補助するような

救急診療体制の維持が望まれる。 

 

 

G．研究発表 

1. 論文発表  

1) Yamamoto Y, Yamamoto N, Kanematsu Y, 

Yamaguchi I, Ishihara M, Miyamoto T, Sogabe 

S, Shimada K, Takagi Y, Izumi Y, The claw 

sign predicts first-pass effect in mechanical  

thrombectomy for cerebral large vessel 

occlusion in the anterior circulatio, Surgical 

Neurology International, 13(72), 1-7, 2022.2 

2) Tada Y, Fujihara T, Shimada K, 

Yamamoto N, Yamazaki H, Izumi Y, Harada 

M, Kanematsu Y, Takagi Y, Seizure types 

associated with negative arterial spin labeling 

and positive diffusion-weighted imaging on 

peri-ictal magnetic resonance imaging, Journal 

of the Neurological Sciences, 436, 1-8, 

2022.3 

3) Mizobuchi Y, Nakajima K, Fujihara T, 

Azumi M,  Takagi Y, Development of a 

Navigation-guided Fence-post Catheter for , 

Brain Tumor Resection, The Journal of 

Medical Investigation, 69(1.2）, 117-119, 

2022.2 

4) Nagahiro S, Mizobuchi Y, Nakajima K, 

Takagi Y, A Novel Approach to Microvascular 

Decompression for Hemifacial Spasm: Method 

Description and Associated Outcomes, 

Operative Neurosurgery, 23(1), e6-e22, 

2022.4, 

5) Yamaguchi T, Miyamoto T, Shikata E, 

Yamaguchi I, Shimada K, Yagi K, Tada Y, 

Korai M,  KT. Kitazato, Kanematsu Y, 
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別添４−１０ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （冨永悌二・東北大学大学院医学系研究科神経外科学分野・教授） 

 

急性期脳梗塞治療へのＣovid-19 感染蔓延の影響を明らかにするために、宮城県の脳卒中基

幹施設広南病院（感染者非対応、一次脳卒中センター）における血栓回収術の年次推移およ

び他施設との比較から、Covid-19 パンデミックの影響を検討した。Covid-19 感染の蔓延は、感

染患者対応、非対応施設での血栓回収術数の分布に変化をもたらした可能性がある。 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、宮城県の基幹的一次脳卒

中センター（ＰＳＣ）における血栓回収術の推

移から、Covid-19 パンデミックの急性期脳梗

塞治療における影響について明らかにするこ

とを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

宮城県における一次脳卒中センター4施設の

脳卒中患者における2019年（Covid-19パンデ

ミック前）と2020年(Covid-19パンデミック時)を

比較して、パンデミックの影響を明らかにする。 

 倫理面においては、個人情報に関する扱い

はなく問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

 宮城県下で最も脳卒中症例数の多い広南

病院での血栓回収術の経年推移は以下のと

おりである； 2018 年 72 件、2019 年 72 件、

2020 年 87 件、2021 年 106 件。この間県下４

つの PSG の血栓回収術総数は、前年報告し

たとおり、2019 年に比較して 2020 年に減少し

た（平均‐5.88％）。4 施設のうち、特に Covid-

19 感染対応施設で減少していた。 

 

Ｄ. 考察 

本研究の結果は、Covid-19 感染患者非対

応の PSC ではパンデミック下でむしろ血栓回

収術が増加しており、Covid-19 感染患者対応

施設での減少を相補しているものと思われた。 

 

Ｅ．結論 

Covid-19 感染の蔓延は、感染患者対応、非

対応施設での血栓回収術数の分布に変化を

もたらした可能性がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 3. その他 

なし 
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別添４−１１ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （豊田一則 国立循環器病研究センター 副院長・脳血管部門長） 

 

研究要旨 

全国の日本脳卒中学会認定一次脳卒中センター（PSC）年次報告に基づき、大阪府にお

ける近年の脳卒中診療の実態を検討した。患者件数や死亡率、脳梗塞急性期再灌流療法

治療の施行割合や成績など、おおむね日本全体の成績と同様であった。府内を 4地域に

分けた検討を併せて行った。 

 

Ａ．研究目的 

 大阪府における近年の脳卒中診療の実態

を全国データと比較し、また府内の地域毎

に分けて検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班で収集した全国の日本脳卒中学

会認定一次脳卒中センター（primary 

stroke center: PSC）年次報告の資料に基

づき、府内の脳卒中患者件数や治療成績を

調べて、国内全体のデータと比較する。ま

た府内を 4地域に分けて、地域間の脳卒中

実態を比較する。 

※2019 年に厚生労働科学研究費坂井班

で行われた静注血栓溶解療法の全国悉

皆調査でも、PSC 974 施設の登録件数が

全対象 1,491 施設の件数の 97.3%を占め

ていた。PSC を対象とする脳卒中診療の

実態調査結果は、地域全体の実態に相

当に近似していると考えられる。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究に関与するすべての者は「世界医

師会ヘルシンキ宣言（2008年 10月、第 59

回 WMA総会修正）」、「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針（厚生労働省

2017 年 2月 28日一部改正）」に従う。被

験者の個人情報保護に最大限の努力を払

う。 

 

Ｃ．研究結果 （次頁に図表添付） 

① 大阪府の一次脳卒中センター（PSC）

施設数：2022 年度 

② PSC、PSCコア施設数の推移 

③ PSC における脳卒中発症 7 日以内の入

院患者数と死亡数 

④ PSC における脳卒中病型別発症 7 日以

内の入院患者数 

⑤ PSC における脳梗塞急性期再灌流療法

施行数 

⑥ PSC における脳梗塞急性期再灌流療法

施行数 

⑦ PSC における脳梗塞急性期再灌流療法

治療 90 日後転帰 

⑧ PSC におけるリハビリテーション新規

患者数（急性脳卒中対象） 

⑨ 大阪府内 PSC における外科治療・脳血

管内治療件数 

⑩ 大阪府の脳卒中診療における PSCコア

施設の貢献度（2021 年） 

⑪ 大阪府二次医療圏域 

⑫ 大阪府二次医療圏域ごとの PSC, PSC

コア施設数 

⑬ 大阪府二次医療圏域ごとの急性期脳卒

中入院患者数と死亡率 

⑭ 大阪府二次医療圏域ごとの急性期脳卒

中病型別の入院患者数（2021 年） 

⑮ 大阪府二次医療圏域ごとの脳梗塞急性

期再灌流療法施行数（2021 年）
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Ｄ. 考察・Ｅ．結論 

①②： 大阪府内の PSC 施設数は国内全体と

比べて人口比で 9%多く、PSC コア施設は

32％多かった。PSC 施設数の年度ごとの増減

は少なかった。 

③④： 脳卒中やその病型毎の患者数は大阪

府も国内全体も漸増しているが、報告施設数

の差による変化の可能性が考えられる。大阪

府の脳卒中患者数は国内全体と比べて人口

比で 6%多く、病型別では脳梗塞患者が 8％、

脳出血患者が 2％多く、くも膜下出血患者が

9％少なかった。脳卒中死亡率（5.0％）は国内

全体より 8%低かった。 

⑤⑥⑦： 脳梗塞患者への静注血栓溶解療法

施行率（6.4%）は国内全体と同じで、急性期脳

血管内治療施行率（8.7％）は国内全体より

11%高かった。大阪府は国内全体と同様、静注

血栓溶解療法施行件数が漸減した半面、脳

血管内治療の施行件数が漸増した。治療 90

日後転帰は、国内全体と同程度であった。 

⑧： リハビリテーションは急性期脳卒中患者

の 92.7%に施行されていた。 

⑨： 2019～2021 年の 3 年間でとくに目立つ

変化として、破裂脳動脈瘤に対するコイル塞

栓術が年間約 90 件ずつ増加し、直達手術が

2021 年に著減した。 

⑩： 大阪府の PSC コア施設数は PSC 全体

の 32％であるが、脳卒中患者数は 42％、静

注血栓溶解療法施行数は 48％、脳血管内治

療施行数は 51%を占めた。 

⑪⑫： 大阪府内の二次医療圏を、なるべく人

口が均等になるよう 4 地域に分けると、大阪市

が人口比で PSC 施設、PSC コア施設とも他 3

地域より多く、とくに PSC コア施設が 4.63 と府

全体平均 2.04 より極めて多かった。 

⑬⑭： 大阪市は人口比での脳卒中患者数が

府全体での値より 19%高く、死亡率が低かっ

た。3 病型とも満遍なく、大阪市で人口比患者

数が多かった。 

⑮： 北摂が他 3 地域に比べて、静注血栓溶

解療法、脳血管内治療とも 90 日後転帰良好

率が高かった。 

以上の結果を得た。ただし年次推移や地域間

差を論じる際には、情報未提出施設の分布な

どに注意が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 

 1. 論文発表 
1. Toyoda K, Omae K, Hoshino H, et al(全

14 ⼈). Association of timing for starting 
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post-hoc analysis. Neurology. 
2022;98:e983-e992 査読有 

2. Toyoda K, Yoshimura S, Nakai M, et al(全
19 ⼈). Twenty-year change in severity 
and outcome of ischemic and hemorrhagic 
strokes: the hospital-based, prospective, 
Japan Stroke Data Bank. JAMA Neurol. 
2022;79:61-69 査読有 

3. Uchida K, Shindo S, Yoshimura S, Toyoda 
K, Sakai N, et al(全 16 ⼈). Association 
between ASPECTS and efficacy and 
safety outcomes with endovascular 
therapy in patients with stroke from large-
vessel occlusion: a secondary analysis of 
the RESCUE-Japan LIMIT. JAMA Neurol. 
2022;79:1260-1266 査読有 

4. Yoshimura S, Sakai N, …, Toyoda K, et al.
（6 番⽬/24 ⼈） Endovascular therapy 
for acute stroke with a large ischemic 
region. N Engl J Med. 2022;386:1303-
1313 査読有 

5. Toyoda K, Palesch YY, Koga M, et al. 
Regional differences in the response to 
acute blood pressure lowering after 
cerebral hemorrhage. Neurology. 
2021;96:e740-e751 査読有 

6. Best JG, Ambler G,… Toyoda K, et al  
(全 110 ⼈, 107 番⽬). Development of 
imaging-based risk scores for prediction of 
intracranial haemorrhage and ischaemic 
stroke in patients taking antithrombotic 
therapy after ischaemic stroke or transient 
ischaemic attack: a pooled analysis of IPD 
from cohort studies. Lancet Neurol. 
2021;20:294-303 査読有 

7. Thomalla G, Boutitie F, Ma H, … Toyoda 
K, et al. （42 番⽬/45 ⼈） Intravenous 
alteplase for stroke with unknown time of 
onset guided by advanced imaging: 
systematic review and meta-analysis of 
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individual patient data. Lancet. 
2020;396:1574-1584 査読有 

8. Toyoda K, Koga M, Yamamoto H, …, et 
al. Clinical outcomes depending on acute 
blood pressure after cerebral hemorrhage. 
Ann Neurol. 2019;85:105-113 査読有 

9. Diener HC, Sacco RL, ..., Toyoda K (last 
author). Dabigatran to prevent stroke after 
embolic stroke of undetermined source. N 
Engl J Med 2019;380:1906-1917 査読
有 

10. Ogawa A, Toyoda K, Kitagawa K, et al. 
Comparison of prasugrel and clopidogrel 
in patients with non-cardioembolic 
ischaemic stroke: the PRASTRO-I 
randomised trial. Lancet Neurol 
2019;18:238-247 査読有 

 

2. 学会発表 
1. Toyoda K. Management of Large Core 

Stroke. Annual Meeting of the Australasian 
Stroke Academy, Adelaide (web) 
2022/6/18  海外・口頭 

2. Toyoda K. Stroke in My Heart: My Brain-
Heart Collaboration. 10th Korea-Japan 
Joint Stroke Conference, Osaka, 2022/9/17 
国内（国際学会）・口頭 

3. Toyoda K. Long-term Dual Antiplatelet 
Therapy Using Cilostazol: When to 
initiate? And what regimen is preferred? 
Asia-Pacific Stroke Alliance Project (4th 
session), Beijing (web), 2022/9/24 海外・
口頭 

4. Toyoda K. Blood Pressure Targets for 
Secondary Prevention of Stroke. 
International Society of Hypertension 

Kyoto 2022, Kyoto, 2022/10/13 国内（国
際学会）・口頭 

5. Toyoda K. The Role of Cilostazol in 
Secondary Stroke Prevention. 14th World 
Stroke Congress, Singapore (web), 
2022/10/26 海外・口頭 

6. Toyoda K. Atrial fibrillation-associated 
stroke from registry studies. International 
Conference Stroke Update 2022, Seoul 
(web), 2022/11/10, 海外・口頭 

7. Toyoda K. Intracranial Atherosclerotic 
Disease Forum: Dual antiplatelets. Asia 
Pacific Stroke Conference 2022, 
Kaohsiung, Taiwan (web), 2022/11/25 海
外・口頭 

8. 豊田一則。General Physician のための脳
卒中診療 update。 日本内科学会学術集
会 第 50 回内科学の展望 長崎, 2022 
国内・口頭 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1. 特許取得 なし 

 

 2. 実用新案登録 なし 

 

 3. その他 

 日本脳卒中学会大阪府脳卒中対策推進委

員会委員長として、本研究班の成果に基づい

て年次委員会を行い、大阪府内の PSC責任

医師間で情報を共有した。 

大阪府循環器病対策推進懇話会議長として、

本研究班の成果に基づいて地域脳卒中診療

の調整を行った。 
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別添４−１２ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療体制における施設間連携体制構築に関する研究 

研究分担者 橋本 洋一郎 済生会熊本病院 脳卒中センター 特別顧問 

研究協力者 中島 誠 熊本大学大学院生命科学研究部 脳神経内科学分野 

長尾 洋一郎 済生会熊本病院 脳神経内科 

研究要旨 

熊本県では脳梗塞血管内治療ホットラインを導入し、脳梗塞急性期の医療連携体制を整備し、

機械的血栓回収療法が行えない地域からの患者の転搬送先の振り分けを迅速かつ効率的に

行うシステムを構築した（K-EARTH Project）。 

2016 年からは EVT 件数が増加し、転送も増加したが、2021 年からは K-EARTH ホットラインを

用いた転送が減少してきている。これはホットラインを通じて熊本市外と市内の直接の連携がで

き、よりスムーズに転送ができているためであると考えられる。現在は熊本市に治療施設が集ま

っている集約型のシステムをとっているが、今後の EVT 症例が増加傾向であることを考えると、

今後熊本市外の治療施設を増やすことは課題である。 

 

Ａ．研究目的 

熊本県においては、脳血管内治療専門医が

少なく、機械的血栓回収療法（EVT）による再

開通療法が可能な施設は限られている。各施

設間の急性期医療連携体制の整備により、

EVT を受ける脳梗塞患者数がどのように変化

したかを検証した。 

Ｂ．研究方法 

EVT が施行可能な施設が連携し、共通のホ

ットラインを導入し、機械的血栓回収療法が行

えない熊本県内の病院から治療可能な病院

へ速やかに転送し、EVT を行う「熊本血栓回

収療法地域格差解消プロジェクト (Kumamoto 

EliminAting Regional THrombectomy disparity 

Project: K-EARTH) Project」を 2017年から開

始した。熊本県内の EVT 施行症例数や転送

症例の推移について K-EARTHレジストリを

用いた考察を行った。 

（倫理面への配慮） 

レジストリ登録による前向観察研究として、各

病院において倫理委員会の承認を受けた。 

Ｃ．研究結果 

熊本県における EVT の件数の推移として、

2016 年 104例（転送 18例）、2017年 158例

（転送 18例）、2018年 231 例（転送 39例）と

増加し、2019年には 300 例（転送 100 例）と

特に転送症例が増加した。2020 年には 258

例(転送 53例)と減少したが、202１年に 277

例(転送 63例)、2022 年には 290 件と再度増

加傾向である。 

転送件数に関しては 2016 年から増加傾向

であったが、2020 年に一度減少し、そこから再

度増加傾向である。 

熊本県における EVT可能な施設は 7施設

であるが、うち 5施設は熊本市内に集中して

いる。そのため熊本市外の患者は各施設から

の転院搬送となるが、2017年の K-EARTH 

Project ホットラインにより、熊本市外からのホッ

トラインへの相談件数は、2017年 10 件（4〜

12月）、2018年 23件、2019年 54件、2020

年 58件、2021 年 41 件、2022 年 38件となっ

ており、2020 年をピークにやや低下傾向とな

っている。 

2016 年から数年は治療件数が増加し、治療

が可能な患者が増え、その後 KEARTH を通

じた集約化システムが発達し、2021 年からは

K-EARTH Project ホットラインを通さない直接

搬送が増えてきている可能性がある。 

Ｄ．考察 

本レジストリには熊本県内の全治療症例が登

録されており、熊本県内の実態を可視化する

ことができている。 

2016 年からの傾向として転院搬送の数は増え

てきていたが、ここ数年は K-EARTH project

のホットラインの相談件数が減ってきている。こ

れは K-EARTH project発足により熊本市外

からの搬送が増え、その中で熊本市外と市内

の直接の連携ができてきたためであると考えら
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れる。しかし、それでも受け入れが難しい場合

には KEARTH を用いることで、遅延なく転院

搬送を行うシステムが構築されている。 

現時点では熊本市外の病院から比較的近距

離の熊本市内の病院へ直接相談が増えてき

ており、今後もこの傾向が増加すると予想され

る。 

Ｅ．結論 

ホットラインにより熊本市外と市内の直接の連

携ができよりスムーズに EVT 患者を熊本市内

で治療を行うための患者搬送が行えている。

今後、熊本市外においても EVT可能施設を

増やすことは熊本の課題である。 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

２．学会発表 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定も含む） 

１，特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 特記事項なし 
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別添４−１３ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 松丸 祐司 筑波大学医学医療系 脳神経外科 脳卒中予防・治療学講座 教授 

 

研究要旨 

厚生労働科学研究「脳卒中の急性期診療体制における施設間連携体制構築のための研究

（先行研究）」で行った 2016 年～2018 年の急性期再開通療法施行件数の全国悉皆調査およ

び、日本脳卒中学会の PSC を対象とした年次調査（2019～2021 年）で収集されたデータを用

い、茨城全県および県内 5 地域の急性期脳梗塞再開通療法の件数の推移について後方視的

に検討した。2021 年のアルテプラーゼ静注療法（IV rt-PA）施行率は 2020 年に比し全県的に

低下（8.9%→6.3%, p<0.001）し、一次脳卒中センター（PSC）の少ない県西・県北・鹿行地域で減

少が顕著であった。血栓回収療法（MT）施行率は県西地域で有意な減少を認めた。また、県西

および県央地域は県南地域に比し 2021 年における人口あたりの IV rt-PA/MT 施行率が有意

に低率であった。本研究結果は、茨城県における均霑化された急性期脳梗塞診療体制を整備

するにあたり、重要な基礎的知見を提供するものとなった。 

 

Ａ．研究目的 

血栓回収療法（mechanical thrombectomy: 

MT）は、2015 年に転帰改善効果が証明され、

「標準治療」の地位が確立された。アルテプラ

ー ゼ 静 注 療 法 （ intravenous recombinant 

tissue-plasminogen activator: IV rt-PA）と MT

はいずれも、急性期脳梗塞の転帰を改善する

有効な治療であり、普及は重要な課題である。  

 茨城県は、総面積は 47 都道府県中 24 位、

総人口は 11 位（約 290 万人）であるが、可住

地面積 4 位、県内道路の実延長距離は 2 位

となっている。人口が 50 万人を超えるような大

都市はなく、いわば「県内すみずみまで人が

住む県」である。県内は 5 つの地域に分けられ

（県南、県央、県西、県北、鹿行）、2021 年時

点で日本脳卒中学会の認定した一次脳卒中

センター（primary stroke center: PSC）および

PSC core（常時 MT 施行可能）は各 10/2、5/2、

3/1、3/0、1/1 施設と、均霑化されているとは

言えない現状となっている（図 1）。 

 

 
図 1. 茨城県の各地域の人口と PSC（2021 年） 

 

全県および地域毎の急性期再開通療法（IV 

rt-PA、MT）の施行率とその年次推移を明らか

にすることは、茨城県の脳卒中医療の問題点

を明らかにし、地域格差のない急性期再開通

療法の普及、ひいては患者転帰の改善に資

する方策を検討する上で必要なプロセスとなる。 

 

Ｂ．研究方法 

厚生労働科学研究「脳卒中の急性期診療
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体制における施設間連携体制構築のための

研究（先行研究）」で行った 2016 年～2018 年

の急性期再開通療法施行件数の全国悉皆調

査および、日本脳卒中学会の PSC を対象とし

た年次調査（2019～2021 年）で収集されたデ

ータ（急性期脳梗塞症例数、急性期再開通療

法施行件数、90 日後転帰）を用い、以下の項

目について後方視的に検討した。 

・茨城全県の再開通療法施行数の年次推移

（2016～2021） 

・茨城全県の MT 施行後転帰（2019～2021） 

・地域別の再開通療法施行数の年次推移

（2016～2021） 

・再開通療法施行率（急性期脳梗塞全体/人

口）の地域間比較（対照：県南地域、2021） 

統計解析手法はWilcoxon signed rank sum 

test および Fisher’s exact test を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

「人を対象とする生命科学・医学系研究に関

する倫理指針（令和３年文部科学省・厚生労

働省・経済産業省告示第１号）」を遵守し、個

人情報に十分に配慮し、個人情報の保護を厳

守しながら、研究を進めている。本検討は施設

の治療施行件数を扱う研究であり、患者の個

人情報は扱わないことから、当院の院内倫理

委員会の承認は要さないものである。 

Ｃ．研究結果 

 茨城県の急性期再開通療法の施行件数の

推移を図 2 に示す。 

 

図 2. 茨城県の急性期再開通療法の推移 

 

2016 年から 2020 年にかけて、IV rt-PA 件数

はほぼ横ばい、MT 件数は 2019 年から 2020

年にかけて増加していたが、2021 年には前者

は減少、後者は横ばいであった。急性期脳梗

塞症例数（2020 年および 2021 年のみ信頼性

あるデータが利用可能であった）における割合

は IV rt-PA 8.9%（2020 年）→6.3%（2021 年）

（Odds ratio [OR] 0.70, 95% confidence interval 

[CI] 0.59-0.81, p<0.001）、MT 8.7%（2020 年）

→7.7%（2021 年）（OR 0.94, 95% CI 0.80-1.09, 

p=0.40)となっており、IV rt-PA は有意な減少

を認めていた。MT 後の臨床転帰については、

2019 年～2021 年のみであるが、図 3 のごとく、

日常生活自立率（modified Rankin Scale [mRS] 

score 0～2）および死亡率に明らかな変化は

認められなかった。  

 

 
図 3. MT 後の転帰の推移（%） 

 

地域別の急性期再開通療法件数の推移を

図４に示す。なお、急性期脳梗塞症例数が

2021 年に県南地域でのみ増加していたことが

特筆される。 
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図 4. 地域別の推移 
 

2020 年から 2021 年にかけての地域毎の、

急性期脳梗塞あたりの再開通療法施行率の

変化を表１に示すが、県西地域で IV rt-PA、

MT とも減少、県北地域、鹿行地域で IV rt-PA

が減少していたが、鹿行地域では MT 施行率

が大幅に増加していた。 

 

 
表 1. 地域毎の施行率の変化（2020 vs 2021） 

 

2021 年における急性期再開通療法施行率

の地域差（県南地域を対照とした）では、急性

期脳梗塞症例数あたり、鹿行地域で MT は有

意に多く、IV rt-PA は有意に少なかったが、人

口あたりでは、県央・県西地域で IV rt-PA およ

び MT の施行率が有意に低い結果となった

（表 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2. 施行率の地域差（2021 年） 

 

Ｄ．考察 

 本研究班および先行研究班の収集データ、

および日本脳卒中学会の年次調査データを

用いた本検討により、茨城県における近年の

急性期脳梗塞再開通療法施行数・施行率の

推移を明らかにすることができた。 

 2021 年における IV rt-PA 施行数の低下は、

特に PSC 数の少ない県西・県北・鹿行地域で

顕著であった。その要因としては、 

(1) コロナ禍（第 3～5 波）における施設選定や

感染防御 1 

(2) 急性期脳主幹動脈疑い症例のMT施行施
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設への直接搬送の開始（茨城県では 2021 年

4 月より、発症 24 時間以内の ELVO screen 

[簡便な急性期脳主幹動脈閉塞予測スケール

で眼球共同偏倚、無視、失語の一つ以上あれ

ば陽性となり、感度 85%、特異度 72%、陰性的

中率 93%で予測可能 2] 陽性例は、60 分以内

に搬送可能であれば [地理的に直近でなくと

も] MT 施行施設へ直接搬送するよう救急搬送

体制が変更された 3, 4） 

等により、IV rt-PA の治療開始可能時間（発

症後 4.5 時間）内の救急搬送が減少した可能

性や、 

(3) direct thrombectomy （IV rt-PA適応例に

おける IV rt-PA 非先行の MT）の増加（2020

年か ら 2021 年 1 月にかけ て 、 direct 

thrombectomyの非劣性、あるいは頭蓋内出血

の低減を示したランダム化比較試験が、わが

国の SKIP試験含め複数報告された 5-7） 

した可能性が想定される。 

（1）、(2)に関しては、発症から治療開始まで

の時間、特に発症から来院までの時間の検証

が別途必要である。また、MT 例の 2020 年か

ら 2021 年にかけての転帰は悪化せず維持さ

れていることから、急性期脳主幹動脈あるいは

急性期脳梗塞全体の転帰が、IV rt-PA 施行

率の減少によって影響を受けたかどうかにつ

いて、さらなる検証を要する。 

 MT 施行率は、特に県西地域で 2021 年に低

下しており、コロナ禍の影響やマンパワーの低

下が想定される。適切な医療資源の配置を考

える上で重要な結果である。 

 県西および県央地域では、人口あたりの再

開通療法施行率が低率な結果となったが、コ

ロナ禍/マンパワー等の要因以外に、急性期

脳梗塞が県外あるいは地域外の施設に搬送さ

れている可能性、ひいては診療可能な施設

（PSC、PSC core）に適切に搬送されていない

可能性が想起される。市民啓発や、救急搬送

体制の検証が喫緊の課題となる。 
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independence in patients with acute 

ischemic stroke: The DEVT 

Randomized Clinical Trial. JAMA. 

2021; 325: 234‒243. 

7. Suzuki K, Matsumaru Y, Takeuchi M, et 

al. Effect of Mechanical Thrombectomy 

Without vs With Intravenous 

Thrombolysis on Functional Outcome 

Among Patients With Acute Ischemic 

Stroke: The SKIP Randomized Clinical 

Trial. JAMA. 2021; 325: 244-253. 

 

Ｅ．結論 

本検討により、茨城県における近年の急性

期脳梗塞再開通療法の施行数・施行率の推

移および地域差を明らかにすることができた。
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2021 年における IV rt-PA 施行率の減少がど

のような要因によって生じ、患者転帰にどのよ

うな影響を与えたのか、また、急性期再開通療

法施行率が低い地域において、どのような要

因が原因となっているのか、について、引き続

いての検討が必要である。 

本研究結果は、茨城県における均霑化され

た急性期脳梗塞診療体制を整備するにあたり、

重要な基礎的知見を提供するものとなった。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

なし。 

 

２．学会発表 

1. 早川幹人, 松丸祐司. 茨城県における

血栓回収療法と地域連携（招待講演）. 

第 6 回神奈川脳血栓回収療法セミナー. 

2022/4/9, 川崎 

2. 山崎友郷, 加藤徳之, 渡部大輔, 早川

幹人, 松丸祐司. 茨城県の ELVO スクリ

ーンによる主幹動脈閉塞症例搬送システ

ム導入による臨床転帰に与える影響につ

いて（口演）. 第 38 回 NPO 法人日本脳

神 経 血管内 治 療 学 会 学術総 会 . 

2022/11/10-12, 大阪 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

なし。 
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別添４の１5 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

一次脳卒中センター整備がもたらした京都府脳卒中診療への影響に関する研究 

研究分担者 （宮本享 京都大学医学部附属病院 病院長） 

 

研究要旨 

PSC および PSC コア施設の整備が、京都府においても救急搬送体制の効率化や脳卒中治療

施設の集約化にもとづき、脳卒中急性期医療の均霑化をもたらしていると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

一般社団法人日本脳卒中学会は 2019 年

度より、急性期脳卒中医療提供体制の均てん

化と高度医療の集約化を目的として、一次脳

卒中センタ―(primary stroke center 以下

PSC)の認定を開始し、2020 年度からその中の

コアとなる施設（以下 PSC コア）を整備した。

PSC から緊急自動車 60 分以内の地域に住む

人口は日本総人口の 90%を超えており、PSC

は全国の 2 次医療圏を実質的にカバーしてい

る。 

本分担研究では PSC 整備が京都府において

もたらした影響と現状を分析した。 

 

Ｂ．研究方法 

一般社団法人日本脳卒中学会のPSC年次報

告より、2020年以後の京都府における脳卒中

診療体制の経時的変化を分析した。 

さらに、一般社団法人日本脳神経外科学会が

2022年度に行った脳神経外科医療均てん化

委員会の解析データを加えて検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

取得データは治療件数のみで、具体的な治療

内容や症例データは依頼していない。 

 

Ｃ．研究結果 および 考察 

京都府における PSC数は 2020 年から経時

的に 22 施設から 20 施設に、PSC コアは 10

施設から 6 施設と減少している（表 1）。これは

PSC が rt-PA静注療法を、PSC コアが機械的

血栓回収療法を 24時間 365 日応需すること

が求められること、医師の働き方改革の導入に

伴うマンパワーの集約化が原因と思われるが、

PSC導入により、地域連携がより有効に進ん

だものと思われる。 

 

 
表 1 

 

京都府における 2 次医療圏別の 2022 年度の

PSC の分布は図 1 にようになっている。 

 
図 1 

 

これをみると、人口が多い京都乙訓二次医

療圏には、PSC が 13施設、PSC コアが 5 施

設存在するが、それ以外の 2 次医療圏におい

て PSC コアが存在するのは山城北医療圏の

みであり、丹後医療圏においては PSC そのも

のが存在しておらず、当該 2 次医療圏で治療

できない場合には、隣接 2 次医療圏への転送

で脳卒中医療が成立していることがわかる。 

 

2019 年からの rt-PA靜注療法および機械的

決戦回収療法(MT)の年次推移（いずれも 1～

12月データ）を図２に示す。 

2020 2021 2022

P SC 22 22 20

PSCコア 10 7 6
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図２ 

 

rt-PA靜注療法を実施せずMTを実施する

2021 年に国内外で rt-PA スキップの有効性

を示唆する報告が相次ぎ、rt-PA靜注療法治

療件数は全国的にも京都府についても見られ

ているが、PSC および PSC コアの施設数がや

や減少するなかで、MTの件数が明らかな増

加を示していることは、PSC の整備により均霑

化とともに集約化が進んでいることを示してい

る。 

 

脳卒中専門医の凡そ 2/3を占める脳神経外

科医の団体である一般社団法人日本脳神経

外科学会は 2021 年 4 月 1 日時点における学

会員勤務施設データおよび 2020 年度の国勢

調査（人口）ををもとに、下記①～③のいずれ

かの条件に当てはまる２次医療圏を「脳神経

外科の医療資源が寡少な 2月次医療圏」と指

定している。 

①救急医療に従事する脳外科医数が、人口

10万人あたり 2.9 人以下の二次医療圏 

③ 人口が 10万人未満の二次医療圏 

③脳神経外科救急については隣接二次医療

圏へ転送することが恒常化している合圏状態

にあり、両２次医療圏のデータを合算すると、

救急医療に従事する脳外科医数が、人口 10

万人あたり 2.9 人以下である場合 

 

「救急医療に従事する脳外科医数が、人口 10

万人あたり 2.9 人」というのは、救急医療に従

事する脳外科医数の「全国平均値ー1.5×標

準偏差」として算出した人数で、正規分布では

下位 6.65%に相当する。 

日本脳神経外科学会のデータベース（JND）

によると、2021 年において日本全国で行われ

た脳神経外科手術件数は 210,768件（穿頭術

のような小手術も含む）であり、人口 10 万人の

医療圏で行われている脳神経外科手術件数

は年間 167件と試算できる。また、急性期脳梗

塞に対する機械的血栓回収療法は年間 12.5

件/10万人となる。 

医師少数圏において神経系当直体制を維持

せずオンコール体制のみであったとしても、脳

神経外科手術は術者と助手の 2 名以上の体

制で行うため、オフの日を確保するには最低

でも 3名の脳外科医が必要となる。医師の働き

方改革の観点からは、3名で 24時間365 日を

カバーすること自体不可能であるが、10 万人

の医療圏を脳神経外科医 3名のみでカバーし

たとしても、上記の治療件数を3名の脳外科医

で分担すると、1名の脳外科医が術者を務める

件数は、機械的血栓回収療法が 3か月に 1回、

小手術も含めた脳外科手術が週 1回程度でし

かない。このような医療需要では脳外科医の

技術水準もモチベーションも維持できない。ま

た、3 名以上で医療圏を担当する場合には、さ

らに術者担当件数は減少する。 

このため、一般社団法人日本脳神経外科学会

は人口 10万人未満の 2 次医療圏については

「脳神経外科の医療資源が寡少な２次医療圏」

と考えるのが妥当であるとしている。 

 

これらの２次医療圏においては、脳神経外

科に関する医療需要や医療資源の観点から、

隣接医療圏への転送が恒常的に行われてい

たり、隣接医療圏へとの合圏等の行政による

対策がすでに行われている。 

京都府においても、丹後・南丹・山城南の 2

次医療圏がこれに該当する。丹後 2 次医療圏

においては、日没までは兵庫県但馬医療圏に

ドクヘリ転送・日没後は中丹医療圏に陸路搬

送が行われている。南丹医療圏では、当該医

療圏内で対応できなければ2次医療圏外転送

（京都乙訓医療圏へ陸路 医療圏内北部は時

に兵庫県但馬医療圏ドクヘリ転送）を行ってい

る。山城南医療圏においても、当該医療圏内

で対応できなければ 山城北もしくは奈良医

療圏への 2 次医療圏外転送が行われている。

すなわち、この３つの 2 次医療圏は実質的に

は隣接する 2 次医療圏と、脳卒中医療につい

ては合圏対策が地域でとられているといってよ

い。 

 

Ｄ.結論 

京都府においても、PSC および PSC コア施設

の整備が、救急搬送体制の効率化や脳卒中
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治療施設の集約化にもとづいた脳卒中急性期

医療の均霑化をもたらしていると考えられた。 

 

 

Ｆ．研究発表 

 1. 論文発表 

なし 

 

2. 学会発表 

なし 

(発表誌名巻号・頁・発行年等も記入) 
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別添４−１５ 

 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

研究分担者 （吉村 紳⼀・兵庫医科⼤学・脳神経外科・主任教授） 

 

研究要旨 

日本脳卒中学会 脳卒中センター認定に関連して、全国の PSC および PSC コア施設の人口カ

バーマップを作成した。また脳卒中センター認定の治療数への影響を検討した。LVO Scale 標

準化に関して、既存スケールを解析し、標準スケールの作成に寄与した。 

 

Ａ．研究目的 

脳卒中の急性期診療体制における施設間連

携体制構築のための研究における骨子のう

ち、日本脳卒中学会脳卒中センター（PSC、

PSC コア）認定による影響の調査と、脳主幹動

脈閉塞（LVO） Scale 標準化に関する解析を

行う。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 日本脳卒中学会脳卒中センターの調査と

して全国の PSC および PSC コア施設の人口

カバーマップ （緊急自動車 60 分以内）を作

成する。 

2. 脳卒中センター認定の影響調査：当大学

に Drip-ship 連携を行っている８施設における

治療数の年次推移を解析する。 

3. LVO Scale 標準化：現在我が国で使用され

ている複数の LVO Scale に関して、陽性率、

陰性率などに関する解析を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

上記、1,2 に関しては個々の患者のデータは

使用ないため、倫理的に問題とならない。 

3 に関しては、既存のデータをカルテから後ろ

向きに登録し、個々の患者データは匿名化し

て扱った。また、患者の研究不参加の権利を

守るため、オプトアウトを行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 日本脳卒中学会脳卒中センター認定によ

る影響の調査: 全国の PSC および PSC コア

施設の人口カバーマップ （緊急自動車 60 分

以内）を作成した。PSC の人口カバー率は

98.8% (2021 年)、99.0% (2022 年)、PSC コアの

カバー率は 90.4% (2021 年)、90.4% (2022 年)

であった。 

2. 脳卒中センター認定の影響調査：当大学

における tPA静注療法数、血管内治療数は

徐々に減少し、連携施設での治療数が増加し

ていた。Drip-ship 連携８施設全体の総治療数

は tPA静注療法、MT共にほぼ不変であっ

た。 

3. LVO Scale 標準化: 我が国で使用されてい

る複数の LVO scale を比較した。 

 

Ｄ. 考察 

脳卒中センターの人口カバー率は高く、安定

していた。一方、脳卒中センター認定による治

療数への影響は様々であり、それまでの救急

隊の搬送に影響されると考えられた。今後、連

携・搬送体制の変化が患者転帰にどう影響す

るかについて調査する必要がある。LVO Scale

については提唱した６項目の現場での取得率

と診断への寄与度を検討する必要があると考

えられる。 

 

Ｅ．結論 

我が国における脳卒中センター（PSC、PSC コ

ア）の人口カバー率は高く、安定していた。ま

た Drip-ship 連携施設内での搬送形態への影

響も認められた。LVO Scale は標準化され、救

急隊が脳卒中患者を収容する時に６項目を観

察することが推奨された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

記載不要 

 

G. 研究発表 
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Oral Anticoagulants After Ischemic 

Stroke With Atrial Fibrillation: Combined 

Hospital-Based Cohort Study. Stroke 

53(5):1540-1549, 2022  

4. Keisuke Tokunaga, Shinichi Yoshimura et 

al.; RELAXED Study Investigators: 

Bridging Therapy With Heparin Before 

Starting Rivaroxaban in Ischemic Stroke 

or Transient Ischemic Attack With Non-

Valvular Atrial Fibrillation. Circ J 

86(6):958-963, 2022  

5. Kazutaka Uchida, Shinichi Yoshimura et 

al.: Development of Machine Learning 

Models to Predict Probabilities and 

Types of Stroke at Prehospital Stage: the 

Japan Urgent Stroke Triage Score Using 

Machine Learning (JUST‑ML). Transl 

Stroke Res 13(3):370-381, 2022 

6. Norihito Shimamura, Shinichi Yoshimura 

et al.: Reperfusion Therapy Brings 

Apixaban Administration Forward in 

Patients with Nonvalvular Arterial 

Fibrillation with Anterior Circulation 

Large Vessel Occlusion or Stenosis. 
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Effect of region-wide use of prehospital 
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8. Satoru Fujiwara , Shinichi Yoshimura et 

al.; RESCUE-Japan Registry 2 

Investigators: Impact of prior antiplatelet 

therapy on outcomes of endovascular 

therapy for acute ischemic stroke with 

large vessel occlusion: Sub-analysis of 

the RESCUE-Japan Registry 2. J Neurol 

Sci 438:120278, 2022 

9. Takeshi Yoshimoto, Shinichi Yoshimura 

et al.: Impact of COVID-19 on the 

Volume of Acute Stroke Admissions: A 

Nationwide Survey in Japan. Neurol Med 
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10. Guilherme B F Porto, Shinichi Yoshimura 

et al.; Stroke Thrombectomy and 

Aneurysm Registry (STAR) 

Collaborators: Association of 
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Perfusion Modalities With Outcomes in 

Patients Undergoing Late-Window 
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                                 機関名 神戸市立医療センター 
                                  中央市民病院 
 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
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   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に
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３．研究者名  （所属部署・職名）脳血管治療研究部 部長                                  
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    （氏名・フリガナ） 宇野 昌明・ウノ マサアキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                               
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。  



令和５年５月10日 
厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 岩手医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 祖父江 憲治         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  脳神経外科学講座・教授                    

    （氏名・フリガナ）  小笠原 邦昭・オガサワラ クニアキ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年  5月   8日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                            独立行政法人国立病院機構 
                              機関名   九州医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名     院長 
                                                                                      
                              氏 名     岩﨑 浩己       
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  脳血管・神経内科 ・ 副院長                                 

    （氏名・フリガナ）  岡田 靖 ・ オカダ ヤスシ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

独立行政法人国立病院機構九

州医療センター倫理審査委員

会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和5年3月31日 
                                         
厚生労働大臣   殿                                                                              
                                
                              機関名  日本医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名   弦間 昭彦     
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                         

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究             

３．研究者名  （所属部署・職名）   神経内科学分野・大学院教授                               

    （氏名・フリガナ）   木村 和美・キムラ カズミ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 日本医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ４月 ２４日 
厚生労働大臣  

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）  

機関名 国立大学法人富山大学 

 所属研究機関長 職 名 学長

氏 名   齋藤 滋 

次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業

２．研究課題名 脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究

３．研究者名  （所属部署・職名） 学術研究部医学系・教授

（氏名・フリガナ） 黒田 敏・クロダサトシ

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
■ □ ■ 

富山大学臨床・疫学研究等に

関する倫理審査委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：   ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：   ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：   ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 5年 4月 1日 
                                           
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                  
                              機関名 慶応義塾大学        
                                               
                      所属研究機関長 職 名 学長 

                                                                                      
                              氏 名  伊藤 公平        
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 
１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                 
２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）   大学院経営管理研究科・教授                

    （氏名・フリガナ）   後藤 励（ゴトウ レイ）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 

      【HY R4-08】 



2023 年  4 月  24 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 杏林大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  渡邊 卓 
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 杏林大学医学部 脳神経外科 教授                                  

    （氏名・フリガナ） 塩川 芳昭 （シオカワ ヨシアキ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □  ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ４月 ３日 
                                         

 厚生労働大臣  殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 徳島大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学 長 
                                                                                      
                              氏 名 河 村 保 彦        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                           

２．研究課題名 脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究      

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医歯薬学研究部脳神経外科学・教授                   

    （氏名・フリガナ） 髙木 康志・タカギ ヤスシ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

神戸市立医療センター中央病

院 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和５年   ５月   ２日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                         
                              機関名 国立研究開発法人 
                                 国立循環器病研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名    大津 欣也       
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 国立循環器病研究センター 病院 副院長・脳血管部門長                                  

    （氏名・フリガナ） 豊田 一則  （トヨダ カズノリ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

国立循環器病研究センター 

研究倫理委員会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年 5 月15 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  済生会熊本病院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  中尾 浩一          
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  脳卒中センター 特別顧問                                

    （氏名・フリガナ）  橋本 洋一郎・ハシモト ヨウイチロウ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 済生会熊本病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月２５日 
厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 永田 恭介 
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 筑波大学 医学医療系脳神経外科 脳卒中予防治療学講座 教授                                

    （氏名・フリガナ） 松丸 祐司 マツマル ユウジ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 筑波大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和5 年 4 月 18 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名   湊 長博       
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                                       

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部附属病院・病院長                   

    （氏名・フリガナ）  宮本 享・ミヤモト ススム                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年  4月18日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 兵庫医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 鈴木 敬一郎  
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業                  

２．研究課題名  脳卒中の急性期診療提供体制の変革に係る実態把握及び有効性等の検証のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名） 脳神経外科・主任教授                     

    （氏名・フリガナ） 吉村 紳一・ヨシムラ シンイチ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■    □ ■ 兵庫医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ）
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


